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子どもが健やかに生まれ育つまち掛川を目指して 

 

 

少子化や核家族化、地域のつながりの希薄化、就労状況の変化など、子どもや子育てをめぐる環境

が変化する中、国は、子どもが健やかに成長することができる社会、子どもの最善の利益が実現され

る社会を目指し、平成24年に「子ども・子育て関連３法」を制定し、平成27年度から「子育て支援新

制度」をスタートさせました。 

掛川市では、この制度に基づき、平成27年度から５年間を第１期とする「掛川市子ども・子育て支

援事業計画」を策定し、家庭や地域、企業や教育・保育サービス事業者、行政等の各主体が連携し、

協働しながら、乳幼児の教育・保育や子育て支援の充実に取り組んでまいりました。 

第２期計画の策定に当たり、支援を要する子どもの増加、貧困問題、定住外国人の増加など、新た

な行政需要に対応するため、施策体系を見直しました。 

第２期計画でも「子どもが健やかに生まれ育つまち掛川」の実現に向け、保護者が子どもの成長に

喜びや生きがいを感じることができるよう、家庭・園・学校・地域など、多くの担い手が子育て支援

の重要性に感心と理解を深め、社会全体で子育てを支援していく取組を進めてまいります。また、令

和の新たな時代を迎え、子どもたちが希望を持って、心豊かにたくましく生きていくことができるよ

う努めてまいります。 

最後に、本計画の策定に当たり、多大なる御尽力を賜りました掛川市子ども・子育て会議の委員の

皆様をはじめ、アンケートやパブリックコメントに御協力いただきました皆様に心から感謝申し上げ

ます。 

 

令和２年３月 

掛川市長 松井 三郎 
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【凡例】 

(1) 本計画では、文中で「障害」の用語を用いる際には、法令用語や事業名、固有名詞などを

除き、「障がい」という表記で統一しています。 

(2) 用語解説に掲載した用語は、後ろに※印を付けてあります。 
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第１章 計画策定にあたって 

 

第１節 計画策定の趣旨 

 

急速な少子高齢化の進行は、就労環境の変化や地域社会の活力の低下をもたらしており、結婚や子

どもを生み育てることに対する意識等も変わってきています。掛川市においても、子どもや子育て家

庭を取り巻く環境は大きく変化しており、子育てを社会全体で支援していくことが必要となっていま

す。 

このような状況のなか、国は、次世代の社会を担う子どもを健やかに生み育てる環境を整備するた

め、平成15年に「次世代育成支援対策推進法」を制定し、次世代育成に向けた取組を進めてきました。

その後、平成22年１月に子ども・子育て新システム検討会議が設置され、幼保一体化を含む新たな次

世代育成支援のための包括的かつ一元的な制度の構築に向けた検討が行われました。 

その結果、平成24年には、認定こども園、幼稚園、保育園を通じた共通の新たな給付や、認定こど

も園法の改正などが盛り込まれた「子ども・子育て関連３法※」が制定され、幼児期における学校教

育・保育や、地域における子ども・子育て支援を総合的に推進するための「子ども・子育て支援新制

度」が、平成27年に創設されました。 

子ども・子育て支援新制度では、従来の子育て支援に関する制度や財源を一元化して新しい仕組み

を構築し、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大・確保」、「地

域における子ども・子育て支援の充実」に向けた取組を推進し、子ども一人ひとりが健やかに成長す

ることができる社会の実現を目指しています。 

掛川市では、子ども・子育て支援新制度に基づき、平成27年に「掛川市子ども・子育て支援事業計

画」を策定し、家庭や地域、企業や教育・保育サービス事業者、行政等の各主体が連携し、協働しな

がら、子どもや子育て支援のための取組を進めてきました。 

その一方で、子どもや子育てを取り巻く社会状況の変化により、支援を要する子どもの増加、貧困

問題、定住外国人の増加など、新たな行政需要も生まれてきました。 

そこで、子どもの健やかな育ちを支え、子どもの最善の利益を守るとともに、結婚や出産・子育て

がしやすい環境づくりなど、子どもを産み・健やかに育てるための課題を解決するため、令和２年度

から６年度までの５年間を計画期間とする「第２期掛川市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、

市民総ぐるみで妊娠・出産期からの切れ目のない子育て支援に取り組む社会の実現を目指します。 
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第２節 計画の性格と位置付け 

 

(1) 本計画は、子ども・子育て支援法第61条第１項に基づく掛川市の「子ども・子育て支援事業計画」

であり、次世代育成支援対策推進法第８条第１項に基づく市町村行動計画としての側面も有してい

ます。 

(2) 本計画は、第２次掛川市総合計画における子ども施策分野の個別計画であり、掛川市地域福祉計

画など、他の関連計画との整合を図りながら策定しています。 

(3) 本計画は、掛川市自治基本条例及び掛川市協働によるまちづくり推進条例の基本理念に沿い、市

民が協働して子育て支援に取り組み、子どもの成長発達を保障していくための計画です。 

 

 

第２期 

掛川市子ども・子育て 

支援事業計画 

 

 

 

・教育大綱かけがわ 

・掛川市教育振興基本計画（人づくり構想かけがわ） 

・掛川市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

（スマイルプランかけがわ21） 

・東遠地域広域障害者計画 

・東遠地域広域障害福祉計画 

・東遠地域広域障害児福祉計画 

・掛川市男女共同参画行動計画 

・掛川市子どもの貧困対策計画 など 

など 

市の主な関連計画 

整合 

第２次掛川市総合計画 
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第３節 計画の期間 

 

本計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。 

また、本計画における施策が社会情勢の変化のなかで、効果的に実現するよう、毎年度実施状況を

検証するとともに、必要に応じて計画の見直しを行うなど弾力的な対応を図ります。 

 

 
平 成 
28年度 

平 成 
29年度 

平 成 

30年度 
令 和 
元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 
・・・ 

掛川市総合計画          
 

子ども・子育て支援事業計画 

次世代育成支援行動計画 
         

 

教育大綱かけがわ          
 

掛川市教育振興基本計画 

（人づくり構想かけがわ） 
         

 

掛川市地域福祉計画・地域福
祉活動計画 
（スマイルプランかけがわ21） 

         
 

東遠地域広域障害者計画          
 

東遠地域広域障害福祉計画 
東遠地域広域障害児福祉計画 
（平成30年度～） 

         
 

掛川市男女共同参画行動計画          
 

掛川市子どもの貧困対策計画          
 

 

 

第４節 計画の策定体制 

 

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法の規定により市町村等の合議制機関として設置

が努力義務化されている「地方版子ども・子育て会議」として、子育て中の保護者や教育・保育施設

等の関係者、学識経験者等で構成する「掛川市子ども・子育て会議」を設置し、計画内容等について、

当事者・関係者の意見を反映できるよう努めました。 

このほか、保護者に対するニーズ調査や計画案に対するパブリックコメント（意見公募手続）によ

り、市民の意見の反映に努めました。 

平成28年度～令和７年度 

令和２年度～令和６年度 

令和元年度～令和７年度 

平成28年度～令和７年度 

平成30年度～令和５年度 

平成30年度 
～令和２年度 

 

平成28年度～令和２年度 

平成29年度～令和３年度 

  

平成27年度～令和元年度 

平成26年度 

～平成30年度 

 

平成20年度 

～平成29年度 

平成27年度 

 ～平成29年度 

～平成 
28年度 

平成30年度～令和４年度 
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第２章 掛川市の子ども・子育てを取り巻く現状 

 

第１節 第１期計画の検証 

 

第１期計画は、施策１－１から施策３－１まで７つの柱で構成し各種取組を推進してきました。第

２期計画の策定に当たり、検証を行った結果は次のとおりです。 

 

施策１－１ 子どもが心身ともに健やかに暮らせる環境の整備 

 

（１）妊娠期における支援 

新たに「産婦健康診査事業」や「産後ケア事業」を実施しました。 

母子手帳交付時には全員に面接を行っており、支援の必要な妊婦については、検討会を開催し、

支援内容を検討しています。また、状況に応じて引き続き関係機関との連携を図っていく必要が

あります。 

 

（２）乳幼児期における支援 

乳幼児期における家庭訪問実施数と健診受診率は約９割となっています。家庭訪問ができない

家庭には、来所相談等により母子の状況を確認しています。さらに健診未受診児には、電話・は

がきの郵送・訪問にて受診勧奨をしています。各教室等は徳育保健センターでの開催のため、来

場者数にむらがあり、開催方法の検討が必要です。 

 

（３）学童期・思春期における支援 

小中学校・高等学校に出向き、基本的生活習慣、食事、命の大切さ（性教育）などの講座を開

催し、健康等に対する正しい知識の普及に努めました。 

また、学校欠席者集計システムの導入により、市内の幼稚園・保育園・小中学校・高等学校等

の欠席状況を関係機関で情報共有することができるようになりました。感染症流行拡大の予防対

策のため、情報の活用と養護教諭との連携を図っていく必要があります。。 

 

（４）保健施策推進体制の整備 

平成27年度に、子育て世代包括支援センターを徳育保健センター内に設置するとともに、ふく

しあ※を活用した子育て相談を開催し、妊娠・出産・育児の切れ目ない支援体制を構築しました。 

複雑な問題を抱える妊婦や子育て世代が増えており、ケースごとに適切な対応ができるよう、

随時連携を図っていますが、対応する職員が限られてしまうため、引き続き専門職の人材育成と

確保が必要です。 
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施策１－２ 発達に応じた乳幼児教育が受けられる環境の整備 

 

（１）幼保一元化の推進 

掛川区域の幼保園の認定こども園化を進めました。残る幼保園の認定こども園化について運営

法人と協議を行っていく必要があります。 

 

（２）保育者の資質・意欲の向上 

平成28年12月に「かけがわ乳幼児教育未来学会」を設立し、質の高い教育･保育を目指して、各

種研修会等を開催するとともに、市長から諮問された「今後の乳幼児教育のあり方」について検

討を重ね、乳幼児教育の方向性や職員の資質と意欲の向上など、掛川らしさに溢れた乳幼児教

育・保育の推進について提言書にまとめ、平成31年３月に市に提出しました。 

また、新たに訪問型小集団療育※の実施や外国人支援員の増加に努めました。その他、お仕事応

援相談会の開催や保育士等就職応援資金貸付事業を創設するなど、人材確保に努めました。 

きめ細やかな対応のためには、さらなる事業の拡充が必要です。 

 

（３）安全・安心な園環境の整備 

昨今の事件・事故を踏まえ、国の保育所等整備交付金を活用した、防犯カメラ、門扉、フェン

ス等の設置など犯罪対策強化事業を実施しました。 

また、静岡県の第４次地震被害想定に基づく浸水想定区域や、土砂災害警戒区域内の幼稚園、

保育園等で避難確保計画を策定するとともに、小規模保育事業所における防災マニュアル等の是

正指示を行いました。今後も、継続した取組が必要です。 

 

 

施策１－３ 確かな学力と豊かな心が身につく教育の推進 

 

（１）学校における魅力ある教育の推進 

「かけがわ学力向上ものがたり」や「家庭のものがたり」の共通理解促進に努めました。特別

な支援を必要とする児童・生徒が増加しており、教員の専門性の向上と研修体制の構築や発達相

談支援センターと連携した切れ目のない特別支援教育、個別の教育支援計画（改訂版）に基づく

個に応じた特別支援教育の充実が必要です。 

いじめの未然防止対策では、各校の「いじめ防止基本方針」の見直しやスクールソーシャル 

ワーカー※の活用に取り組みました。 

ＩＣＴ環境※の整備では、校務支援システムの本格導入に伴い、成果と課題が見えてきたため、

改善を図ります。また、全中学校及び小学校２校に「Pepper」を導入し、プログラミング教育※を

推進し、魅力ある授業の展開の共有が進みました。 

引き続き、各事業の実施により、魅力ある教育の推進が必要です。 
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（２）青少年健全育成の推進 

補導活動については、補導件数が減少傾向にあります（平成27年度12件から平成30年度３件）。

青少年の行動様態の変化に合わせ、令和元年度から新たに情報モラル啓発事業に取り組み、イン

ターネットパトロールや広報誌の発行、教員向け研修会を実施しました。今後は、小中学校との

連携を深め、より効果的な児童・生徒指導に努めていく必要があります。 

 

（３）放課後児童健全育成の充実 

放課後児童クラブの運営や放課後児童支援員の育成を行いました。 

今後必要となる量を見込み、状況に応じた施設整備や放課後子ども教室と放課後児童クラブの

連携に向けた調整が必要です。 

 

 

施策２－１ 家庭での子育て力の向上 

 

（１）子育てに関する情報提供やサポートの充実 

平成26年７月にスタートした子育てコンシェルジュ事業は、平成27年２月に転入者訪問、同年

５月に１歳児訪問を加え、さらに平成29年１月からは１歳児訪問の対象に第２子以降を加えるな

ど、事業を拡充しました。また、子育て総合案内サイト「かけっこ」を開設し、子育てに関する

情報を提供するとともに、親子の絆づくり事業（ベビープログラム）を開催し、初めて子育てを

する母親が赤ちゃんとの関わり方を学びながら親同士のつながりを深める場の提供に努めました。 

ファミリー・サポート・センター事業は、依頼件数が増加傾向にあり、広く市民からの要望に

応えられるよう、提供会員を増やす周知が課題です。 

引き続き、関係機関と連携を図りながら育児不安の解消や、家庭での子育て力の向上につなげ

ていく必要があります。 

 

（２）子ども・子育てにかかる経済的負担の軽減 

子ども医療費助成事業では、児童が適切な治療を受けられるよう対象年齢を18歳の年度末まで

拡充し、未就学児の自己負担を無償にするなど、子育て世帯の経済的負担の軽減を図りました。 

一方、ひとり親家庭子育てサポート事業（P50参照）は、利用者が少なく制度周知が必要です。 

就学援助制度については、制度の周知に努めており、全児童・生徒に申請書を配付し、支援の

必要な人が制度を利用しやすくしています。 

就学援助制度については、新入学学用品費の入学前支給の制度周知に努めており、全児・童生

徒に申請書を配付することで、支援の必要な人が制度を利用しやすくしています 

今後も制度の周知を行い､経済的な不安を感じることなく､安心して子育てできる環境づくりが

必要です。 
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（３）子育て支援拠点の充実 

平成29年４月に子育て支援センターはなえみ、平成31年４月に子育て支援センターわいわいラ

ンドおおさかを開設しました。今後は、子育て支援連絡会※を活用したイベント情報等の周知や、

子育て総合案内サイト「かけっこ」を活用した情報発信が必要です。また、老朽化している施設

の維持管理が課題です。 

 

（４）安全・安心対策の推進 

市内の自主防犯活動団体に対し、活動費の補助や、パトロール資材の提供などの支援を行うと

ともに、自主防犯活動団体の拡充を図りました。また、従来は、交通安全の視点で実施していた

通学路安全点検を見直し、平成30年度は国の登下校防犯プランに基づき防犯の視点で実施し、令

和元年度からは交通安全と防犯の両面から実施するなど、市、警察、学校、自治会等が改善に向

けた取組を行っています。また、防災メールマガジン※の登録推進、市街地への街頭防犯カメラの

設置、青色防犯パトロールによる見守りを行いました。今後は、保護者への防犯教育の周知と、

市、警察、自主防犯活動団体等が連携を密にし、子どもたちの見守り活動をより強化していく必

要があります。 

 

（５）家庭教育の充実 

かけがわお茶の間宣言の普及やゆったり子育て三世代同居応援事業の実施により、家庭での教

育力・保育力の向上に努めました。また、新たに掛川流子育て応援事業「スキンシップのすゝめ」

普及・啓発事業や親子の絆づくり事業（ベビープログラム）を開催し、親子のふれあいの大切さ

等の普及に努めました。引き続き家族のふれあいの重要性を周知していきます。 

平成28年度からは県で養成された家庭教育支援員を市内の小中学校へ派遣し、学級懇談会等に

おいて、保護者同士によるグループワークのコーディネートを実施しました。今後、孤立傾向に

ある保護者への支援のため、家庭教育支援員の活動拡充（相談サロン等の実施、小中学校との連

携等）が必要です。 

 

 

施策２－２ 保育ニーズに応じた保育環境の整備 

 

（１）定期利用型保育事業の充実 

第１期計画では、認可保育園の整備や認定こども園化、企業主導型保育事業※の支援など、保育

施設の整備を進めてきました。また、平成30年４月からは、協働保育園等保育料助成事業の対象

を事業所内保育事業や企業主導型保育事業※にも拡充するなど、待機児童の解消に努めました。今

後も引き続き、保育ニーズに対応するため、保育士等の確保と併せて施設整備等が必要です。 
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（２）一時利用型保育事業の充実 

多様なニーズに対応するために、一時預かり事業の延長や、新たに病児保育事業を実施しまし

た。引き続き対象範囲や運営の検討が必要です。 

 

（３）大東大須賀区域の施設再編整備 

大東大須賀区域では、「大東大須賀区域認定こども園化のあり方について」の提言に基づき、

認定こども園化を推進し、平成31年４月には、第１号となる「おおさかこども園」が開園しまし

た。今後も認定こども園化に向けた幼稚園・保育園の職員の派遣研修や、大東大須賀区域の幼稚

園・保育園における職員の１日交流による資質向上が必要です。また「地域の誇りになる園」に

するための保護者、地域との連携も必要です。 

 

 

施策２－３ 家庭の状況に応じた支援の充実 

 

（１）特に配慮が必要な家庭への支援 

特に配慮が必要な家庭には、ひとり親家庭や障がいを持つ子どものいる家庭等があります。平

成27年度には、市内の子育てサークルと協働で、子どもの育ちが気になる方、育てにくさを感じ

る方向けのサポートブック「nikori（ニコリ）」を作成しました。平成30年３月には、子どもの

貧困対策を推進するため「掛川市子どもの貧困対策計画」を策定し、同年９月には、「子どもの

貧困早期発見対応ガイド」を作成し、配布しました。また、平成31年４月からは、こども希望課

に「子どもの未来応援コーディネーター※」を配置しています。 

養育支援事業は、複雑な問題を抱えるケースが増加しているため、関係機関との密な連携、丁

寧で継続的な支援が必要です。 

多様な制度があるため、個々にあった制度が利用できるよう周知啓発が必要です。 

 

（２）保護が必要な児童への対応 

家庭児童相談室では、貧困、虐待※等、様々な問題を抱える家庭について、ケース会議、家庭訪

問等を実施しました。 

要保護児童対策協議会では、関係機関との情報共有の充実に努めており、今後も相談体制を強

化するとともに、児童相談所への情報提供や情報共有による連携強化が必要です。 
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（３）不安や悩みに対する相談体制の充実 

新たに、子育てに難しさを感じる保護者への対応やその支援者育成を行うペアレント・プログ

ラム※を実施し、資格取得講座を実施するなど、支援者育成に努めました。 

平成30年度には、発達に不安を抱える本人や家族からの相談窓口として、発達相談支援セン 

ター「のびる～む」や親子の交流スペース「のびっこ」を開設しました。 

今後も関係機関との連携を図りながら、相談者に寄り添った対応に努めていくことや、交流ス

ペース「のびっこ」の継続により、親子が気軽に集える場の提供が必要です。 

 

 

施策３－１ 保育や教育を地域主体で支える環境の整備 

 

（１）市民全体の子育て意識の向上 

市民団体や企業など、多様な団体が知識や能力を生かして実施する先駆的な子育て支援事業を

支援し、これらの事業を広く情報公開しました。また、子育てサロン※や子育てサークルをガイド

ブック等で情報発信するなど、市民全体の子育て意識の向上を図りました。 

 

（２）地域が主体となった子育て支援の充実 

子育て協働モデル事業に地縁的団体分野※を新たに加え、地域が主体となった子育て支援の充実

を図りました。また、地区まちづくり協議会連合会で情報発信するなど、地域が主体となった子

育て支援を促進しました。 

地域から子育て支援の充実が図られ、市内全域に浸透させていく必要があります。 

 

（３）子育てと仕事の両立環境の確立 

子育てに優しい事業所認定制度を創設した平成29年度は19社、平成30年度は新たに９社を認定

するなど、子育てと仕事の両立環境の整備に取り組みました。引き続き、認定数の増加を図ると

ともに、認定事業者の子育てに係る取組を市のホームページで情報発信するなど、子育てと仕事

の両立環境の整備が必要です。 

 

（４）中学校区学園化構想の推進 

中学校区内の幼児教育・保育施設、小学校、中学校及び地域が連携し、一貫性のある教育の推

進に努めるとともに、小中一貫教育の研究を深め、研究指定校において中間発表を行いました。

また、平成31年３月には、新たな学園づくり地域検討委員会が、小中一貫教育を行う最善の学校

のあり方について、平成29年度から２年間の協議結果を報告書にまとめ、教育委員会に提出しま

した。 

引き続き、各学園の特色を生かした小中一貫教育のカリキュラムづくりを進めていく必要があ

ります。子ども育成支援協議会を中心とした地域学校協働活動と学校運営協議会を両輪として、

学校・家庭・地域総ぐるみの教育を一層進めていく必要があります。  
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第２節 掛川市の現状 

 

（１）人口の状況 

 

掛川市の総人口は、平成26年（2014年）から117,500人前後を推移しており、平成31年（2019年）で

は117,978人となっています。年齢３区分別人口をみると、０～14歳と15～64歳は減少傾向にあり、65

歳以上人口は増加傾向にあります。 

平成31年（2019年）の人口は、男性が59,130人、女性が58,848人と、男性がやや多くなっています。

５歳階級別の人口をみると、男性は65～69歳（4,533人）が最も多く、女性は80歳以上（6,298人）が

最も多くなっています。 

 

○年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（各年３月末現在） 

 

○人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（平成31年（2019年）３月31日現在）  
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（２）子どもの人口の推移 

 

０～11歳児の子どもの人口は、平成27年（2015年）から13,000人台を推移しており、平成31年

（2019年）では13,007人となっています。年齢別にみると、０～２歳児と３～５歳児は減少傾向にあ

り、９～11歳児は増加傾向にあります。 

 

○子どもの人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 

 
平成27年 
（2015年） 

平成28年 
（2016年） 

平成29年 
（2017年） 

平成30年 
（2018年） 

平成31年 
（2019年） 

０歳児 951 976 991 951 933 

１歳児 1,089 1,001 1,015 1,011 986 

２歳児 1,117 1,104 1,038 1,035 1,034 

３歳児 1,088 1,132 1,122 1,037 1,056 

４歳児 1,112 1,091 1,142 1,126 1,054 

５歳児 1,079 1,110 1,097 1,131 1,136 

６歳児 1,139 1,094 1,114 1,103 1,147 

７歳児 1,144 1,147 1,097 1,116 1,111 

８歳児 1,091 1,144 1,150 1,107 1,125 

９歳児 1,073 1,096 1,141 1,157 1,114 

10歳児 1,075 1,071 1,091 1,146 1,166 

11歳児 1,182 1,084 1,071 1,094 1,145 

計 13,140 13,050 13,069 13,014 13,007 

資料：こども政策課（各年３月末現在） 

3,157 3,081 3,044 2,997 2,953 

3,279 3,333 3,361 3,294 3,246 
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０～２歳児
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（３）出生数・出生率の状況 

 

出生数は、平成25年（2013年）の1,065人以降、減少傾向にあるものの、平成27年（2015年）は922

人、平成28年（2016年）は973人、平成29年（2017年）は927人と、950人前後を推移しています。 

掛川市の出生率は、平成29年（2017年）が8.1と、全国の7.6や静岡県の7.3よりも多くなっています。 

掛川市の合計特殊出生率は、平成20～平成24年で1.63となっており、全国平均や静岡県平均を上回

って推移しています。 

 

○出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県人口動態統計 
○出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県人口動態統計（掛川市・静岡県）、人口動態統計（全国） 
 

○合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県人口動態統計（掛川市・静岡県）、人口動態統計（全国） ※平成25年～29年は未集計 
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（４）世帯の状況 

 

世帯数は、平成２年（1990年）以降、年々増加しており、平成30年（2018年）では42,938世帯と 

なっています。一方、平均世帯人員は減少しており、平成30年（2018年）では2.6人となっています。 

世帯構成は、核家族世帯と単身世帯が年々増加する一方で、三世代世帯は減少しており、平成27年

（2015年）では5,305世帯となっています。 

ひとり親世帯の総数は、平成12年（2000年）以降、年々増加しており、平成27年（2015年）では568

世帯となっています。内訳は、母子世帯が506世帯、父子世帯が62世帯となっており、母子世帯は平成

12年（2000年）から約1.5倍増加しています。 

 

 

○世帯数と平均世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成30年は平成31年３月31日現在の住民基本台帳） 

 

○世帯構成の推移                            単位：世帯 

 
平成２年 
(1990 年) 

平成７年 
(1995年) 

平成12年 
(2000年) 

平成17年 
(2005年) 

平成22年 
(2010年) 

平成27年 
(2015年) 

核家族世帯 14,112 16,312 18,635 20,837 21,742 23,305  

三世代世帯 7,978 7,723 6,999 6,160 6,389 5,305  

単身世帯 3,647 5,021 6,668 8,555 8,911 10,170  

その他 1,897 2,111 2,594 3,078 2,401 2,213  

一般世帯計 27,634 31,167 34,896 38,630 39,443 40,993  
資料：国勢調査※平成12年以前の数字は旧掛川市・旧大須賀町・旧大東町の合計 

 

 

○ひとり親世帯（母子世帯・父子世帯）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

27,634 
31,167 

34,896 
38,630 39,443 40,993 42,938 3.8人

3.5人

3.3人
3.1人 3.0人

2.8人 2.6人

0.0人

1.0人

2.0人

3.0人

4.0人

0世帯

15,000世帯

30,000世帯

45,000世帯

平成２年

(1990年)

平成７年

(1995年)

平成12年

(2000年)

平成17年

(2005年)

平成22年

(2010年)

平成27年

(2015年)

平成30年

(2018年)

世帯数 平均世帯人員

356 415 436 
506 

58 
67 60 

62 414 
482 496 

568 

0世帯

200世帯

400世帯

600世帯

平成12年

(2000年)

平成17年

(2005年)

平成22年

(2010年)

平成27年

(2015年)

母子世帯 父子世帯



 

 

- 14 - 

（５）婚姻・離婚の状況 

 

婚姻数は、平成28年（2016年）以降、年々減少しており、平成30年（2018年）では1,117件となって

います。離婚件数も同様に減少しており、平成30年（2018年）では251件となっています。 

 

○婚姻・離婚件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：掛川市統計書（平成30年度版） 

 

 

（６）女性の労働の状況 

 

女性の労働力率を平成22年（2010年）と平成27年（2015年）で比較すると、「80～84歳」を除いた

すべての年齢で平成27年（2015年）の割合が高くなっています。中でも25～39歳までと、55～64歳は

差が大きくなっています。 

 

○女性の労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（７）外国人住民の推移 

 

外国人住民の総数は、平成27年（2015年）から年々増加しており、平成31年（2019年）では4,447人

となっています。国籍はブラジルが1,812人と最も多く、以下フィリピンが1,005人、中国が610人など

となっています。 

 

○外国人住民の推移                            単位：人 

 

平成27年 

（2015年） 

平成28年 

（2016年） 

平成29年 

（2017年） 

平成30年 

（2018年） 

平成31年 

（2019年） 

ブラジル 1,461 1,512 1,577 1,673 1,812 

フィリピン 697 750 853 913 1,005 

中国 557 695 637 615 610 

ベトナム 36 84 126 176 319 

ペルー 203 189 210 220 223 

インドネシア 81 83 95 108 119 

韓国・朝鮮 83 87 85 84 74 

タイ 36 36 37 37 46 

スリランカ 11 10 18 24 37 

米国 29 36 37 28 32 

その他 136 129 140 152 170 

計 3,330 3,611 3,815 4,030 4,447 

資料：市民課（各年３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○外国人の割合                               単位：人 

 

平成27年 

（2015年） 

平成28年 

（2016年） 

平成29年 

（2017年） 

平成30年 

（2018年） 

平成31年 

（2019年） 

人口 117,450 117,520 117,685 117,605 117,978 

外国人の数 3,330 3,611 3,815 4,030 4,447 

外国人の割合 2.8％ 3.1％ 3.2％ 3.4％ 3.8％ 

資料：市民課（各年３月末現在） 
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第３章 計画の基本方針 

 

第１節 計画の基本理念 

 

 

子どもは、社会に希望と活力をもたらす「地域の宝」であり、未来をつくる存在です。 

この大切な宝を育てる「子育て」は、子どもに限りない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、日々成長

する子どもの姿に感動して、親も親として成長していくという大きな喜びや生きがいをもたらす「尊

い営み」です。 

このことから、すべての人々が子どもを健やかに育てることができるよう「子育ては尊い営みであ

る」という理念が社会に浸透しなければなりません。 

乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる時期であり、学童期・思春期は、社会とのか

かわりのなかで、主体性や人間性がはぐくまれる時期です。この時期に、子どもが自立心と人とかか

わる力や心豊かにたくましく生きる力※を身に付けることができるよう、適切な教育と保育が行われる

ことが大切です。また、すべての子どもが自己肯定感を持ち、掛川市教育振興基本計画の目標である

「夢とこころざしを持ち、ともに学び、豊かな未来を創造するひと」へ成長できる環境を整備するこ

とが、市全体の責任であると言えます。 

子どもの健やかな育ちを保障し、子どもの最善の利益を守ることは社会全体の責務であることから、

掛川市では、これまで培ってきた「報徳の精神」や「生涯学習の理念」、「自助・共助・公助の精神」

を根幹に、『子どもが健やかに生まれ育つまち掛川』を基本理念とし、家庭・園・学校・地域・行

政・企業などが協働して、妊娠・出産期からの切れ目のない子育て支援環境づくりを目指します。 

 

第２節 計画推進のための基本的な視点 
 

本計画では、基本理念の実現のため、３つの基本となる視点を掲げます。 

次世代を担う子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重され

るよう、子どもの視点に立った取組を進めます。 

子育ての主役は、家庭であるという基本的な認識のもと、すべての保護者が、

子育てや子どもの成長に希望と喜びや生きがいを感じることができるよう、

すべての子育て家庭を支える視点に立った取組を進めます。 

地域の財産である子どもを、ともに育てるため、地域における一人ひとりが、

子どもの成長と子育て支援に対する関心と理解を深めるとともに、子どもと

子育て家庭を協働により、地域ぐるみで支える視点に立った取組を進めます。 
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第３節 計画の体系 

 

本計画では、基本理念や基本的な視点を実現するため、施策の柱となる６つの基本施策を定め、そ

れらの下に21の推進施策を体系づけて、総合的に施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 
子どもの健やかな成長 
を支える環境づくり 

２ 
乳幼児期における 
教育・保育の充実 

３ 
確かな学力と豊かな心 
をはぐくむ教育の推進 

４ 
子育て家庭に対する 
相談・支援の充実 

５ 
配慮を必要とする 
子どもや家庭の支援 

６ 
地域全体で子育てを 
支える環境づくり 

≪基本施策≫

≪基本理念≫ 
子どもが健やかに 

生まれ育つまち掛川 

子どもの視点 

家庭の視点 

地域の視点 

≪基本的な視点≫
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１ 子どもの健やかな成長を支える環境づくり P22 
 

 

 
（１）妊娠期における支援 P22 

 
     
 

（２）乳幼児期における支援 P24 
 

     
 

（３）学童期・思春期における支援 P26 
 

   
 

２ 乳幼児期における教育・保育の充実 P27 
 

 

 
（１）保育者の資質・意欲の向上 P27 

 
     
 

（２）教育・保育事業の充実 P29 
 

     
 

（３）安全・安心な園環境の整備 P31 
 

     
 

（４）多様な子どもへの対応 P32 
 

   
 

３ 確かな学力と豊かな心をはぐくむ教育の推進 P33 
 

 

 
（１）学校における魅力ある教育の推進 P33 

 
     
 

（２）青少年健全育成の推進 P36 
 

     
 

（３）放課後における子育て支援の充実 P38 
 

   
 

４ 子育て家庭に対する相談・支援の充実 P39 
 

 

 
（１）子育てに関する情報提供や支援の充実 P39 

 
     
 

（２）親子のふれあいの場の充実 P41 
 

     
 

（３）家庭教育の充実 P42 
 

   
 

５ 配慮を必要とする子どもや家庭の支援 P44 
 

 

 
（１）障がいを持つ子どもや家庭の支援 P44 

 
     
 

（２）発達の気になる子どもや家庭の支援 P46 
 

     
 

（３）児童虐待防止対策の推進 P48 
 

     
 

（４）子育て家庭に対する経済的支援 P49 
 

   
 

６ 地域全体で子育てを支える環境づくり P51 
 

 

 
（１）地域が主体となった子育て支援の充実 P51 

 
     
 

（２）子育てと仕事の両立環境の取組の促進 P53 
 

     
 

（３）地域ぐるみで取り組む教育の推進 P54 
 

     
 

（４）安全・安心対策の推進 P55 
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●母子手帳の交付・妊婦相談 ●妊婦健康診査事業 ●産婦健康診査事業 など    
 

●乳児家庭全戸訪問事業 ●乳児健診（４か月、10か月児健診） ●乳幼児健診未受診者対策 など    
 

●母子健康講座 ●各種予防接種（11種）  
 

 
 
 

●かけがわ乳幼児教育未来学会 ●合同保育 ●保育体制強化事業 など    
 

●教育・保育事業 ●時間外保育事業 ●一時預かり事業 など    
 

●保育所等防犯対策強化整備事業 ●危機管理等のマニュアルの見直し・活用 など    
 

●外国人保育事業 ●障がい児保育事業 ●特別支援教育推進事業 など  
 

 
 
 

●まごころ先生 ●ＡＬＴ派遣事業 ●英語力向上推進事業 ●全国学力・学習状況調査事業 など    
 

●教育相談事業 ●いじめ防止対策推進事業  ●青少年健全育成活動推進事業 など    
 

●放課後児童健全育成事業 ●放課後子ども教室  
 

 
 
 

●子育てコンシェルジュ事業 ●ファミリー・サポート・センター事業 など    
 

●子育て支援センター・つどいの広場事業 ●児童館・児童交流館事業    
 

●ゆったり子育て三世代同居応援事業 ●掛川流子育て応援事業「スキンシップのすゝめ」 など  
 

 
 
 

●東遠学園組合の運営 ●児童発達支援事業 ●放課後等デイサービス事業 など    
 

●児童発達相談員派遣事業 ●発達相談支援センター「のびる～む」運営事業 ●ことばの教室 など    
 

●要保護児童対策地域協議会 ●子育て短期支援事業 ●家庭児童相談室    
 

●特別児童扶養手当給付事業 ●児童手当 ●母子家庭等医療費助成事業 など  
 

 
 
 

●子育て協働モデル事業 ●赤ちゃんの駅貸し出し事業 など    
 

●子育てに優しい事業所づくり事業 ●子育てと仕事の両立環境整備事業    
 

●中学校区学園化構想推進事業 ●放課後子ども教室    
 

●防犯意識高揚・団体支援事業 ●交通安全教育事業 ●次世代リーダー育成事業 など  

主要事業 
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第４節 ライフステージごとの主な子育て支援事業 
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第４章 子育て施策の展開 

 

基本施策１ 子どもの健やかな成長を支える環境づくり 

 

核家族化や少子化、女性の社会進出など、子どもや子育てを取り巻く環境は大きく変化しています。 

安心して出産や子育てを行うためには、妊娠期、乳幼児期、学童期、思春期の各ライフステージに

合わせた、切れ目のない支援を各機関と連携して進め、母子の健康対策を充実させることが必要です。 

 

子どもたちは正しい生活習慣を身に付け、健康管理ができており、子どもと保護者 

が生涯を通じて健やかな心と体を保っている。 

 

 

（１）妊娠期における支援 

 

 

妊娠期から育児不安を持っている妊婦は増加しており、育児不安を軽減するための支援が必要です。

母子手帳交付の際には面接を行い、支援の必要な妊婦について検討会を適宜開催しています。平成27

年度に子育て世代包括支援センターを設置し、妊産婦や乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、

妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門職が対応するとともに、必要な支援の調整や関係機関と連絡

調整するなど、妊産婦や乳幼児等に対して切れ目のない支援を提供しています。 

現在、妊娠16週以降の妊娠届出が１％あり、届出の遅れた背景には、望まない妊娠や経済的理由な

ど、育児に影響を及ぼす可能性のある理由があげられます。また、若年の妊娠、精神疾患の既往や治

療中など、ハイリスクを負った妊婦が妊娠の23％を占めており、妊娠・出産・育児を通しての支援が

重要となっています。 

複雑な問題を抱える妊婦は増えているため、関係機関との連携を密に行っていく必要があります。

引き続き、定期的に開催する母子支援会議や、随時行うケース対応により関係機関との連携を深めて

いきます。 

【統計資料】 

・妊婦健康診査回数（P81参照） 

 

 

現状と課題 

目指す姿 
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母親は、妊娠届出で初めて健康医療課に来所します。妊婦を取り巻く環境は、心身の健康状況や世

帯の状況、異文化など背景が様々です。そのため、気軽に妊娠や子育てについて相談できる窓口を伝

え、窓口や電話・来所相談等により早期支援に結びつけていきます。また、出産・育児への不安を軽

減するため、母親・両親学級を引き続き開催し、妊娠期から具体的に育児がイメージできるよう内容

を工夫します。 

安全で安心な妊娠・出産には適正な時期の妊娠届出と妊婦健康診査の定期的な受診が必要です。ハ

イリスク妊婦に対し、中東遠総合医療センターや産科医療機関との連携のほか、福祉課・こども希望

課・ふくしあ※・健康医療課など関係機関と支援の方向を検討し情報交換をしながら、進めていきます。

また、望まない妊娠の相談窓口「しずおか妊娠ＳＯＳ」を周知します。 

令和元年度からの新規事業「産婦健康診査事業」や「産後ケア事業」の周知、中東遠総合医療セン

ターや産科医療機関、助産院との事業理解と支援の連携を推進していきます。 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

1 母子手帳の交付・妊婦相談 

母子健康手帳の交付時に面接をするとともに妊産婦健

康診査受診票の交付や健康教育用のパンフレットの配

布等を行う。 

健康医療課 

2 
妊婦健康診査事業 

⇒（P79参照） 

妊娠や出産にかかる経済的な不安を軽減し、積極的な

受診を促し、定期的な受診により、安全な分娩と健康

な赤ちゃんの出産へとつなげる。 

健康医療課 

3 

利用者支援事業（母子保健型） 

（子育て世代包括支援センター） 

⇒（P76参照） 

妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行うため、母

子手帳交付時に把握した支援の必要な妊婦の支援プラ

ン作成及び支援の提供をする。身近で利用しやすいふ

くしあ※を会場に、毎月１回子育て相談を開催し、支

援プランに基づいた相談を行う。 

健康医療課 

4 産婦健康診査事業 

産後うつの把握と産後支援について、より早くかかわ

りを持てるように受診を促し、定期的な受診により正

しい育児と健康な子どもの成長につなげる。 

健康医療課 

5 産後ケア事業 

出産後支援の必要な母親と乳児が安心して生活を送れ

るように、産科医療機関や助産院にて宿泊や日帰りサ

ービスの心身ケアや育児サポート等を行う。 

健康医療課 

6 新米パパママセミナー 
妊婦と夫（家族）を対象に、両親育児編、歯科編、絵

本・栄養編、絆はぐくみ編の講座を実施する。 
健康医療課 

7 不妊治療費助成事業 
高額な医療費がかかる体外受精・顕微授精・人工授

精・不育症治療費用の一部を助成する。 
健康医療課 

8 母子支援会議 
母子保健や福祉等関係機関による家庭訪問等の支援が

必要と認められた保護者に対して対応策を検討する。 
健康医療課 

（注）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

施策の方向 

主要事業 
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（２）乳幼児期における支援  

 

 
乳児家庭全戸訪問事業の実施率は約99.5％です。家庭訪問ができないお宅は、来所相談等で母子の

状況を確認し、母子の健康管理や育児相談を行います。育児不安、養育能力、ストレス等が原因で要

観察になる割合は20.8％です。 

乳幼児健診の受診率は98％台です。健診未受診児には、電話、はがき、訪問等により受診勧奨をし

ています。健診後の要観察児は増えており、その事由は、発達の遅れのほか、養育の問題や不適切な

育児など、多様化しています。平成30年度に実施した乳幼児健診の際、育児を楽しめていると回答し

た割合は、１歳６か月児健診では87.1％、３歳児健診では80.8％でした。 

子育て講座は好評ですが、受講を勧めたい方の参加が少ない状況にあるため、より多くの方が受講

しやすいよう、子育て支援センターと連携し、｢出張！育児力アップ教室｣を開催するなど、参加しや

すい講座の開催に努めました。 

発達の気になる子どもの早期支援策として実施している個別相談や、おやこ教室「たけのこ教室」

の対象者は増加しているため、各グループの定員数や、開催回数を増やして実施しています。 

育児不安や発達が気になる子どもが増加傾向にあるため、乳幼児健診後の支援体制の充実等が求め

られています。 

【統計資料】 

・乳児家庭全戸訪問人数（P81参照） 

・養育支援訪問人数（P81参照） 

 

 

母子と面接のできる乳幼児健診の機会を利用し、生活リズムや食事など月齢に合わせた育児の情報

を提供し、基本的な生活習慣の自立を目指します。乳幼児健診の満足度を上げるため、親の立場で寄

り添った育児支援ができるよう、保健師の面接技術などの資質向上を図り、育児不安の軽減につなげ

るとともに、来てよかった健診・相談してよかった健診を目指し、乳幼児健診のアンケート項目の見

直しと修正に取り組みます。 

乳幼児健診未受診者には電話や家庭訪問で受診勧奨を行うとともに、こども希望課・市民課と連携

し、健診対象者の母子の状況把握に取り組みます。 

「出張！育児力アップ教室」は、開催方法を変更し、より参加しやすい工夫と、子育て支援セン 

ター等との連携を図ります。 

また、障がいや、疾病のある子どものより良い支援と就園や就学に向け、引き続き処遇検討会を開

催し、関係機関が情報共有し連携を図るとともに、療育機関の拡充に向けた検討や小児発達を専門と

する病院や医師の確保を働きかけていきます。 

令和２年10月からロタウイルスワクチン※の定期接種が始まるため、定期接種開始の周知や接種勧奨

を行います。 

現状と課題 

施策の方向 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

9 
乳児家庭全戸訪問事業 

⇒（P77参照） 

妊娠生活が不安な妊婦や、掛川市で出生したすべての

赤ちゃん・お母さんを対象に、健康状態や生活の様子

を確認して、妊娠・出産・育児についての相談・助

言・情報提供等を行う。 

健康医療課 

10 
乳児健診(４か月、10か月児健

診) 

医療機関で実施し、身体発育や精神運動機能等の遅れ

を早期発見する。結果により健診後の支援をする。 
健康医療課 

11 

６か月児相談 

１歳６か月児健診 

２歳２か月児健診 

３歳児健診 

乳幼児期の各月齢において、身体発育や精神発達の遅

れ、運動機能障害、視覚聴覚障害等を早期に発見し、

適切な指導を行う。 

健康医療課 

12 乳幼児健診未受診者対策 
未受診者について電話・はがき・訪問等で受診勧奨と

所在・養育状況の把握を行う。 
健康医療課 

13 
養育支援事業 

⇒（P78参照） 

養育支援が特に必要な家庭に対し、保健師・助産師・

栄養士等が訪問し、育児に関する相談、助言等を行

い、その家庭の子育て支援を行う。 

健康医療課 

14 個別相談 

乳幼児健診等で、要経過観察になった子どもの発達相

談を行い、発達評価と発達課題へのアドバイスをし、

早期に発見・適切な支援に結びつける。 

健康医療課 

15 おやこ教室「たけのこ教室」 

乳幼児健診、相談等において経過観察の必要なケース

及びその保護者に対して、継続的に集団及び個別指導

を行う。 

健康医療課 

16 処遇検討会 

年に２回検討会を開催し、各機関から最近の状況、検

討対象児や今後の処遇について等の情報共有等を行

う。 

健康医療課 

17 
出張！育児力アップ教室 

（子育て支援センター編） 

未就園児を持つ親を対象に、「脳の成長と睡眠」、

「トイレトレーニング」、「好き嫌いをなくそう」の

３つのテーマの講座を実施する。 

健康医療課 

18 三つ子の魂を育てる講演会 
就学前の子の保護者を対象に、家庭や地域での育児力

を高めるための講演会を、年１回開催する。 
健康医療課 

19 各種予防接種（11種類） 

麻しん・風しん、二種混合（ジフテリア・破傷風）、

四種混合（ジフテリア・百日咳・破傷風・ポリオ）、

日本脳炎、ＢＣＧ、子宮頸がん等予防ワクチン、ヒブ

ワクチン、小児肺炎球菌、水痘、Ｂ型肝炎、ロタウイ

ルスワクチン※の予防接種を行う。 

健康医療課 

(8) 
母子支援会議 

【再掲】P23参照 

母子保健や福祉等関係機関による家庭訪問等の支援が

必要と認められた保護者に対して対応策を検討する。 
健康医療課 

20 

利用者支援事業（基本型） 

（子育てコンシェルジュ事業） 

⇒（P76参照） 

子育てコンシェルジュ※による家庭訪問、電話等によ

る相談、転入者訪問による子育て支援サービスの情報

提供などを行う。 

こども政策課 

（注1）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 
（注2）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

主要事業 



 

 

- 26 - 

（３）学童期・思春期における支援 

 

 
子どもたちが、子どもを生み育てることの意義を学び、子育ての楽しさや家庭の大切さを理解する

ことが重要です。 

乳幼児と接する機会を設け、妊娠や出産に関する正しい知識の普及により、将来の安全な妊娠に結

びつけていく必要があります。 

 

 
次世代を担う子どもたちに、性や薬物、たばこ、アルコールなどの正しい知識を普及するとともに、

心のセルフケアを学ぶ場を設けていきます。また、赤ちゃんとのふれあいを通じて、子育ての楽しさ

や家庭の大切さを学べる機会を充実していきます。 

学校保健と母子保健で課題や取組内容の情報を共有し連携を図っていきます。 

研修等への参加と情報共有等により相互に質（技量）の向上に取り組み、また、関係機関との連携

を図るため情報共有と支援の方向性の検討を引き続き行っていきます。 

 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

21 母子健康講座 
小中学校や高等学校からの依頼を受け、保健師等が生

活習慣、食育、命の大切さ等について、講義を行う。 
健康医療課 

(19) 
各種予防接種（11種類） 

【再掲】P25参照 

麻しん・風しん、二種混合（ジフテリア・破傷風）、

四種混合（ジフテリア・百日咳・破傷風・ポリオ）、

日本脳炎、ＢＣＧ、子宮頸がん等予防ワクチン、ヒブ

ワクチン、小児肺炎球菌、水痘、Ｂ型肝炎、ロタウイ

ルスワクチン※の予防接種を行う。 

健康医療課 

（注）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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基本施策２ 乳幼児期における教育・保育の充実 

 

乳幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣など、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重

要な時期です。 

多様な教育・保育ニーズに適切に応えるためには、子ども一人ひとりの特性や発達などに対応した

質の高い教育・保育が受けられる環境の整備が必要です。 

 

 

子どもの個々の特性や発達などを踏まえた、質の高い教育・保育が受けられる 

環境が整っている。 

 

 

（１）保育者の資質・意欲の向上 

 

 

市内には、幼稚園や保育園、認定こども園等の認可園のほか、協働保育園※や企業主導型保育事業※

があります。 

生きる力※の基礎をはぐくむ教育を推進し、充実した園運営を進めるためには、園内研修などを通じ

て、保育者一人ひとりの資質の向上に努めるとともに、職員間で共通理解を図り、協力して取り組む

ことが大切です。 

掛川市では、平成28年12月に、すべての園の保育者が参加して、「かけがわ乳幼児教育未来学会」

を設立し、乳幼児教育・保育の質の向上を図る実践研究を展開するとともに、相互の交流・連携を 

図っています。 

 

 

 
園内研修の充実と学び合う職員集団づくりの確立や、保育者の専門性を高めるための研修、小学校

との連携・交流を推進し、子ども一人ひとりの成長を促す教育課程と指導計画の充実、発達段階に応

じた支援や指導方法の工夫、アクティブ・チャイルド・プログラム※を取り入れた運動遊びなど、様々

な体験の場の充実に努めることで、生涯にわたる人格形成の基礎を培う乳幼児期の教育・保育を推進

します。 

また、「かけがわ乳幼児教育未来学会」における活動や各種研修を通じた保育者の資質向上に努め

るとともに、子どもたちに多様な体験や学びの場を提供するなど、生きる力※の育成に繋げていきます。 

   

現状と課題 

施策の方向 

目指す姿 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

22 かけがわ乳幼児教育未来学会 
乳幼児教育・保育の質の向上を図るための実践研究や

保育者等の相互の交流・連携を行う。 
こども希望課 

23 合同保育 
小規模園の課題解決及び認定こども園化に向け、園児

交流活動を推進し、就学前教育の充実を図る。 
こども希望課 

24 保育体制強化事業 
保育士の保育業務以外の業務負担を軽減するため､保

育補助者の雇い上げに係る経費の一部を補助する。 
こども希望課 

25 職種別・経験者別研修事業 
園長会の開催や園務主任・要支援児担当職員研修等を

開催し職員の資質向上を図る。 
こども希望課 

主要事業 
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（２）教育・保育事業の充実 

 

 
近年、少子化や核家族化の進行、地域コミュニティの希薄化など、家庭や地域における子育てを取

り巻く環境が変化しています。こうした背景の下、働く女性の増加等により、共働き世帯が増加して

おり、０～２歳児を中心として、保育ニーズが年々高まっています。 

このような状況を受け、掛川市では、認可保育園等の定員拡大を進めるとともに、一時預かり事業

など、保育サービスの拡充をしてきました。 

一時預かり事業は、幼稚園在園児を対象とする一時預かり事業（幼稚園型）と保育所等が行う一時

預かり事業があります。幼稚園在園児を対象とした一時預かり事業は、平成30年４月から市立三笠幼

稚園と市立土方幼稚園において、午前７時15分から８時30分までと午後６時までの延長利用を開始し、

保育ニーズに対応しています。一方、保育所等が行う一時預かり事業は、保育士不足により、受入れ

が減少傾向にあります。 

また、大東大須賀区域で推進している認定こども園化事業については、平成31年４月に第１号とな

る「おおさかこども園」が開園しました。 

待機児童対策に向け、認可保育園等の整備とともに、保育士の確保が課題となっています。 

【統計資料】 

・園児数の推移（P82参照） 

・就園率の推移（P83参照） 

・教育・保育施設の入園状況（P84～87参照） 

・延長保育の状況（P88参照） 

・一時預かりの状況（P89参照） 

 

 

 

ニーズ調査の結果では、働いている母親が65.3％で５年前から8.7ｐ増加しています。また、働きた

い母親も増加しており、保育ニーズの増加が見込まれるため、ニーズに見合った教育・保育の充実に

努めます。 

特に掛川区域では、０～２歳児の受入れが困難となっているため、認可保育園等の定員拡大を重点

的に進めるとともに、今後は、公立幼稚園のあり方についても検討を進めていきます。 

大東大須賀区域では、引き続き認定こども園化を推進していきます。 

また、待機児童を解消するため、引き続き、お仕事応援相談会の開催や保育士等就職応援資金貸付

事業を実施するとともに、制度の周知・啓発を図り、保育士等の確保に努めます。 

幼児教育・保育の無償化の実施に当たっては、子育てのための施設等利用給付の円滑な実施を図る

ため、給付方法の検討を行うとともに、必要に応じて県と連携を図ります。  

現状と課題 

施策の方向 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

26 
教育・保育事業 

⇒（P58参照） 

教育・保育給付認定及び希望園への入所調整を行い、

「通常の時間帯」の範囲内で教育・保育を行う。 
こども希望課 

27 
時間外保育事業 

⇒（P69参照） 

各施設・事業者が定める「通常保育を行っている時間

帯」の範囲内を超えて保育を行う。 
こども希望課 

28 
一時預かり事業（幼稚園型） 

⇒（P70参照） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難になっ

た幼稚園児（在園児）について、一時的に預かり保育

を行う。 

こども希望課 

29 

一時預かり事業 

（幼稚園型を除く） 

⇒（P71参照） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難になっ

た乳幼児について、一時的に預かり保育を行う。 
こども希望課 

30 
病児・病後児保育事業 

⇒（P72参照） 

病気の回復期に至らない児童や病気の回復期の児童を

家庭で保育ができないとき、看護師、保育士がいる専

用施設内で一時的に預かり、保護者の子育てと就労の

両立を支援する。 

こども希望課 

31 
掛川協働保育園等保育料 

助成事業 

認可保育園への入所要件を満たしながらも、掛川協働

保育園等へ入所した世帯を対象に、認可保育園へ入所

した場合にかかる保育料額（仮算定額）と掛川協働保

育園への実支払額（保育料）との差額を助成する。 

こども希望課 

32 
幼児教育・保育の無償化に伴う 

保育料等助成事業 

保育料の無償化に伴い、自己負担が発生する家庭に対

し、保育料等の一部について助成を行う。 
こども希望課 

33 企業主導型保育事業※の支援 
企業主導型保育事業※の周知や、企業への紹介、実施

を検討している企業への情報提供等を行う。 
こども希望課 

34 
大東大須賀区域幼稚園保育園の 

認定こども園化 

大東大須賀区域の公立幼稚園８園と私立保育園５園

を、民営の認定こども園５園に再編する。 
こども政策課 

35 保育士等就職応援資金貸付事業 

市内の保育所等に勤務しようとする方に、就職応援資

金を貸し付け（２年超勤務で返還免除）することによ

り、保育士等の確保を図る。 

こども政策課 

36 お仕事応援相談会の開催 

市内外の保育士や幼稚園教諭などの人材確保を目的

に、市内の子育て関係施設が、各施設の情報を提供、

説明及び個別相談を行う。 

こども政策課 

こども希望課 

（注）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

主要事業 
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（３）安全・安心な園環境の整備 

 

 
充実した教育・保育を推進し園児が安心して生活するために、安全管理は大変重要であり、保育者

等が危機管理意識を高めたり、園環境の整備に努めたりすることが大切です。昨今の事件・事故を踏

まえ、国の交付金を活用した防犯対策強化事業を実施しました。 

また、災害に備えた防災訓練を実施しました。 

 

 

 
昨今の事件・事故を踏まえて園児の安全確保及び園の安全管理に向けての取組や、安全で安心して

生活できる施設・設備の充実を一層推進します。 

また、保育者等を対象とした防犯研修会の開催や、警察、道路管理者と連携したお散歩ルート上の

危険か所の点検等を実施します。 

その他、地震や津波等を想定した防災訓練を実施し、安全意識を高め、安全で安心な園環境の整備

に努めます。 

 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

37 保育所等防犯対策強化整備事業 

保育所等において、子どもを安心して育てることので

きる体制整備のため、防犯カメラの設置等の防犯対策

の強化を行う事業者に対し、費用の一部を補助する。 

こども希望課 

38 
危機管理等のマニュアルの見直 

し・活用 

不審者対応や防災対策に関するマニュアルの見直しを

行い安全な園環境に努める。 
こども希望課 

39 災害を想定した避難訓練の実施 
火災や地震・津波等を想定した避難訓練を実施し、安

全意識を高める。 
こども希望課 

40 遊具の安全点検 
園児が安心して遊べるよう専門業者による遊具の安全

点検を実施する。 
こども希望課 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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（４）多様な子どもへの対応 

 

 
教育・保育の現場では、外国人や発達障がいなど、多様な子どもへの対応が求められています。 

近年、掛川市で生活する外国人の定住化が進み、外国人の子どもが増えています。円滑な教育・保

育や就学支援ができるよう、受入れ施設に必要な支援をしていくことが必要です。 

また、特別な教育的支援を必要とする子どもが多くなり、特別支援教育の充実が必要です。 

さらに、アレルギーを持つ子どもが増え、アレルギーの種類によってはアナフィラキシーショック※

などの重篤な症状を起こすものもあり、園における慎重な対応が求められています。 

 

 
多様な子どもたちの教育・保育を行う施設に対する支援を進めるとともに、保護者が子育てに関す

る悩みや不安を相談できるよう、関係機関と連携した体制を充実させます。 

外国人の子どもについては、教育・保育が円滑に受けられるよう、施設に対する支援を推進します。 

発達障がいを持つ子どもについては、それぞれの特性に応じた支援が必要なため、正しい知識や対

応ができる人材の育成に努めるとともに、関係機関と連携し、子どもの置かれた環境に見合った支援

の提供を目指します。 

アレルギーを持つ子どもについては、持たない子どもと同様に、安全で安心な園生活を送ることが

できるよう、食品アレルギーに対応した体制づくりに努めていきます。 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

41 外国人保育事業 

私立認可保育園における外国人の保育を促進するた

め、外国人保育を実施する施設に対して、運営費助成

のため補助金を交付する。 

こども希望課 

42 外国人支援員の配置 
外国人の園児・保護者に対して、必要に応じたサポー

トやサービスを提供するため、支援員を配置する。 
こども希望課 

43 障がい児保育事業 
障がいを持つ子どもを受け入れる私立認可保育園に対

し、運営費助成のため補助金を交付する。 
こども希望課 

44 

障がい児教育事業 

（認定こども園特別教育・保育

事業） 

障がいを持つ子どもの受入れを円滑に推進するととも

に、障がい児教育の充実を図るため、受入れを行う私

立幼稚園等に対し、補助金を交付する。 

こども希望課 

45 
特別支援教育推進事業 

（幼稚園） 

早期発達支援を要する幼児への理解促進と園内におけ

る支援体制の確立や小学校との接続期を踏まえた保育

の適正化、保護者の特別支援教育に対する理解や連携

の推進を行う。 

こども希望課 

46 
かけがわ乳幼児教育未来学会 

（健康安全研究部） 

アレルギー対策研修会等を実施し、アレルギーに対す

る理解と対応方法について学ぶ。 
こども希望課 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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基本施策３ 確かな学力と豊かな心をはぐくむ教育の推進 

 

学童期・思春期における教育環境は、子どもたちにとって、学ぶ意欲や思考力、判断力、表現力な

ど、夢や希望に向かってたくましく生きる力※を身に付けるための重要な社会基盤です。 

子どもたちが、長年培ってきた市の歴史や文化を踏まえた教育を受け、学校・家庭・地域といった

社会とのかかわりのなかで、自己の可能性に気づき、豊かな人間性をはぐくむことのできる環境の整

備が必要です。 

 

 

子どもたちの知性と創造性、豊かな心と健やかな体をはぐくむことができる環境が 

整っている。 

 

 

（１）学校における魅力ある教育の推進 

 

 
各学校では魅力ある授業を行うよう努力しており、魅力ある授業の展開の共有が進みました。全中

学校、小学校２校に「Pepper」を導入し、プログラミング教育※を推進しました。学力の両極分化が進

み、一斉授業だけでは理解が難しい子どもが増えており、個に応じた指導体制の確立や継続した取組

が必要です。また、外国人や特別な教育的支援を必要とする児童・生徒の増加が著しく、支援員の増

員が求められています。また、教員の専門性の向上と連携を図る研修体制の構築が急務です。スクー

ルソーシャルワーカー※の有効活用も必要な状況です。 

心の教育の大切さが指摘されるなか、学校における道徳教育や人権教育の重要性も増しています。 

防災教育については、これまで県委託事業として実施していた防災キャンプ事業が平成29年度に廃

止となりましたが、全国的に大きな災害が発生しており、学校教育や社会教育を通じた防災教育の必

要性が高まっていることから、市の事業として継続していく必要があります。 

【統計資料】 

・小学校の状況（P90参照） 

・中学校の状況（P91参照） 

・小中学校の相談状況（P92参照） 

  

現状と課題 

目指す姿 
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「かけがわ学力向上ものがたり」の実施により、子どもたちに付けたい力を明確にした授業、誰に

でもわかりやすい学びのユニバーサルデザイン※を意識した授業を展開し、学力の定着を図ります。 

特別支援教育については、教員研修の実施や園・関係部署との連携のほか、巡回相談※や専門家チー

ムによる支援会議の開催により、各校の課題解決に努めます。 

報徳の教えが根づく掛川らしさを生かした授業を充実させ、道徳教育や人権教育を推進します。 

いじめに関する取組については、「掛川市いじめ防止条例」及び「掛川市いじめ防止基本方針」に

基づき、市民総ぐるみで未然防止対策にあたります。 

新かけがわスタンダード※を活用した外国語授業の実践や、令和元年度から２年間の道徳教育指定研

究の推進を実施します。また、学校司書の計画的な配置と学校当たりの学校司書勤務日数を拡充し、

読書活動を推進するとともに、市内全校に「Pepper」１台を配置し、プログラミング教育※の充実を図

ります。 

現在、部活動指導員配置事業により、市内の６中学校に配置している指導員を増員するなど、部活

動をサポートする体制づくりをさらに拡充します。 

防災教育については、発達段階に応じた防災対応能力の育成や地域防災訓練への参加促進、防災 

キャンプ事業など、学校教育や社会教育を通じた防災教育の充実に努めます。 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

47 まごころ先生 
経験年数が原則３年未満の教員等への指導・助言、相

談業務を行う。 
学校教育課 

48 ＡＬＴ派遣事業 

小学校は、各校にＥ-ＡＬＴ（外国語活動支援員）を

派遣し、小学校外国語活動の充実を図る。 

中学校は、英語を母国語とするＡＬＴ（語学指導助

手）を各校に派遣し、英語教育活動の充実を図る。 

学校教育課 

49 英語力向上推進事業 
市内全中学校２年生による英検ＩＢＡ（英検協会テス

ト）を実施する。 
学校教育課 

50 全国学力・学習状況調査事業 
小学６年生及び中学３年生を対象に、全国学力・学習

状況調査結果の採点・分析を行う。 
学校教育課 

51 学習資料作成事業 社会科副読本「わたしたちの掛川市」を作成する。 学校教育課 

52 学校教育情報化推進事業 

ＩＣＴを活用した学習支援、ＩＣＴ活用に関する調査

研究、校務支援システムの活用研究を行い、子どもた

ちの学力向上及び教員のＩＣＴ活用指導力向上を図

る。 

学校教育課 

53 学校図書充実事業 
小学校・中学校の図書配分基準額を定め、配当し、図

書の整備充実を図る。 
学校教育課 

施策の方向 

主要事業 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

54 読書教育推進事業 

各校の学校図書館に学校司書を配置するとともに、市

教育センター学校図書館支援室に司書を配置し、学校

図書館の整備と読書教育の充実を図る。 

学校教育課 

55 部活動指導員配置事業 

部活動の質的な向上を図るとともに、専門的な知識や

技能を有しない教員の負担を軽減するため、専門的な

指導員を配置する。 

学校教育課 

56 防災教育推進事業 

児童・生徒の「自ら判断し、自分の命は自分で守る」

防災対応能力の育成、発達段階に応じた防災教育、教

職員の防災に対する資質向上研修の実施、地域連携に

よる学校防災活動などを行う。 

学校教育課 

57 教育センター事業管理事業 

教職員指導技術研修の充実、教育資料・教材備品の管

理・提供、教育相談、不登校、特別支援教育等に関す

る面談・電話・訪問等による相談等を行う。 

学校教育課 

58 就学支援推進事業 
知能検査の実施や掛川市就学支援委員会の開催によ

り、児童・生徒の適切な就学支援について検討する。 
学校教育課 

59 学校サポーター派遣事業 

特別支援教育充実のために、学校に学校サポーターや

特別支援介助士を派遣する。学校サポーターは、特別

な教育的支援を必要とする児童・生徒の生活・学習支

援などを行い、特別支援介助士は、肢体不自由等によ

り介助が必要な児童生徒の支援を行う。 

学校教育課 

60 
特別支援教育推進事業 

（小中学校） 

特別支援教育を推進するため、校内の支援体制づくり

の充実、特別支援教育コーディネーター及び特別支援

学級担任研修の充実、巡回相談※による各校への支

援、巡回相談※・専門家チームによる支援会議、特別

支援教育連携協議会の開催等を行う。 

学校教育課 

61 外国人児童等教育相談事業 

外国人児童・生徒の母語を理解でき、かつ教育相談活

動を行うことのできる教育相談員を学校に派遣し、外

国人児童・生徒の就学を支援する。 

また、教育センターで電話や来室による相談を行う。 

学校教育課 

62 かけがわ道徳 
報徳の教えが根づく掛川ならではの題材を取り入れた

り、地域人材を活用したりした道徳教育を行う。 
学校教育課 

63 
定住外国人等児童生徒に対する 

就学促進・支援事業 

日本に来て間もない外国人児童生徒に対し、日本語初

期指導教室「虹の架け橋」にて日本語や学校での生活

方法について指導を行うことで、スムーズな公立学校

就学へとつなげる。 

学校教育課 

64 出前文化財講座 

依頼を受けた小中学校へ学芸員が出向き、校区内の出

土遺物や遺跡の解説、子どもたちに実際に遺物に触れ

てもらうなどの授業を行う。 

社会教育課 

65 学習活用の日 

学校での「学習活用の日」等を、大須賀歴史民俗資料

館の見学で活用してもらい、展示している民具を学芸

員等が解説することにより、昔の暮らしなどを実感で

きる機会をつくる。 

社会教育課 
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（２）青少年健全育成の推進 

 

 
青少年の犯罪は減少していますが、スマートフォンの普及に伴い、インターネット上でのいじめ等

のトラブルが増加傾向にあり、ネットへの依存傾向も顕著になっています。そのため、地域社会にお

いて青少年が地域の大人と深くかかわり合いが持てる機会を増やすことや、地域の声掛け運動の推進

など、青少年を健全な成長に向けて導いていくことが必要です。 

また、地域で子どもを育てる気運が薄れつつあるなか、地域の子どもは地域で育てる体制づくりと、

自然体験や社会体験への参加など、地域社会における様々な体験活動の機会と場を確保することが重

要です。 

深刻な問題であるいじめの防止や教育相談について、学校、スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー※、適応指導教室など、関係機関との連携、早期対応を図りました。 

 

 

 

地域と連携して、補導センター活動の街頭補導や声掛けを継続実施し、非行問題の早期発見や非行

防止、青少年の健全育成を図ります。また、青少年の行動態様の変化に合わせ、ネット上のトラブル

やいじめの未然防止に向けた情報モラル啓発事業を展開します。 

地域の青少年声掛け運動の推進や社会体験、異世代との交流を促す全市一斉青少年育成環境美化活

動の実施などにより、子どもと地域社会のつながりを深め、地域社会の教育力向上を図るとともに、

子ども会活動や青少年ボランティア育成など、学校外での体験学習活動を支援します。 

また、いじめ防止について、連絡協議会や研修会における各機関との情報共有や対応検討を定期的

に行い、いじめの未然防止を図ります。 

  

現状と課題 

施策の方向 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

66 教育相談事業 

保護者及び教師の悩みや問題について解決を図るため

の助言・援助を行う。他機関との連携を図り、適切な

助言・援助や適応指導教室（みどり教室）の運営を行

う。 

学校教育課 

67 こころの教室相談事業 

教育センター適応指導教室（みどり教室）や北分教室

及び西中、北中、東中のサテライト校に通級する児童

生徒の適応指導等を行う。 

学校教育課 

68 いじめ防止対策推進事業 

掛川市いじめ防止対策推進委員会を開催し、学校にお

けるいじめ未然防止対策から重大事態への対応まで、

いじめに関する取組への指導や助言を行う。 

学校教育課 

(57) 
教育センター事業管理事業 

【再掲】P35参照 

教職員指導技術研修の充実、教育資料・教材備品の管

理・提供、教育相談、不登校、特別支援教育等に関す

る面談・電話・訪問等による相談等を行う。 

学校教育課 

69 青少年補導センター運営事業 

地域と連携し、街頭補導や声掛けを通して、青少年の

非行問題の早期発見や非行防止を図り、青少年の健全

育成を推進する。 

社会教育課 

70 情報モラル啓発事業 

ネットいじめやトラブルにつながる書き込みを発見

し、児童・生徒の指導につなぐため、インターネット

パトロールを実施する。また、予防を促す広報等啓発

活動を行う。 

社会教育課 

71 青少年健全育成活動推進事業 

地域の青少年声掛け運動や街頭キャンペーン、全市一

斉青少年育成環境美化活動の実施など、地域ぐるみで

の青少年の健全育成活動を推進する。 

社会教育課 

72 子ども会補助金交付事業 

子どもたちが心豊かでたくましく成長することを願

い、日頃から地域に根ざした子ども会活動を推進・展

開できるよう、子ども会活動の支援、静岡県子ども会

連合会との連絡調整を行う。 

社会教育課 

73 
ボーイスカウト・ガールスカウ 

ト補助金交付事業 

市内のボーイスカウト、ガールスカウト団体の活動支

援を通じ、心身ともに健全な青少年の育成を図る。 
社会教育課 

74 
仲よし学校活動支援事業 

（通学合宿） 

小学校区単位に共同宿泊訓練（通学合宿）を公民館等

で開催し、子どもの自立心、社会性、忍耐力を養うと

ともに、地域の大人が地域の子どもを育てることを通

して地域の教育力向上を図る。 

社会教育課 

75 青少年ボランティア育成事業 

中学生を対象に「ボランティア講座」を開催し、ボラ

ンティアの基本的な理念や心構えなどを伝えるととも

に、社会教育施設や社会福祉施設などでのボランティ

ア活動情報を提供し、実践体験を支援する。 

社会教育課 

76 夏休み文化財教室 
夏休み期間中に、発掘体験などの楽しみながら歴史を

学ぶ教室を開催する。 
社会教育課 

77 松ヶ岡プロジェクトの推進 

貴重な文化財である松ヶ岡を保存し、後世に伝え、地

域が主体となり、人づくりや子育てイベントに活用す

る。 

社会教育課 

（注）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

主要事業 
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（３）放課後における子育て支援の充実 

 

 
放課後の子どもの安全で安心な活動拠点（居場所）づくりの事業として、放課後児童クラブと放課

後子ども教室を推進しています。 

放課後児童クラブは、現在35クラブが開設されていますが、利用希望児童が増えており、クラブに

よっては高学年の受入れができていなかったり、定員を超えて受入れをしているところがあります。

登録児童が増加する放課後児童クラブの施設整備・確保が課題となっています。 

放課後子ども教室は地域の参画を得て、勉強やスポーツ、文化活動、地域活動等の取組を行ってい

ますが、コーディネーターの人材確保・育成が課題となっています。 

また、放課後子ども教室と放課後児童クラブの連携に向けた調整が必要です。 

【統計資料】 

・放課後子ども教室（P92参照） 

・放課後児童クラブ（P93参照） 

 

放課後児童クラブについては、子どもたちの安全で安心な居場所を確保するため、現状の受入れ体

制を確認・検証し、今後のニーズを見込み、必要に応じて施設整備を進めます。 

また、国の新・放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携に

ついて、事業の検証と今後の事業拡充の必要性などの検討を進めるとともに、配慮を必要とする子ど

もや開所時間など地域の実情に応じた対応を検討していきます。 

さらに、放課後子ども教室と放課後児童クラブの役割は、児童を預かることだけでなく、生活習慣

や社会生活を学び、発達段階に応じた「生活の場」であり、「遊びの場」であることから、コーディ

ネーターの人材確保や、支援員等への研修の実施などを支援し、これらの役割をさらに向上させてい

きます。 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

78 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

⇒（P66参照） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学

している児童を対象に、放課後、専用施設や学校の余

裕教室等を利用して、適切な遊びや家庭的な雰囲気を

もった生活の場を与え、児童の健全育成を図る。 

教育政策課 

79 
放課後子ども教室 

⇒（P68参照） 

小学校の余裕教室等を活用して、地域の方々の参画を

得て、学習やスポーツ、文化活動など、子どもたちに

多様な活動の場を提供する。 

教育政策課 

（注）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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基本施策４ 子育て家庭に対する相談・支援の充実 

 

乳児期は、愛着形成により情緒的な安定が図られ、幼児期は、身体機能等の発達や豊かな感性が養

われるなど、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期です。 

すべての子育て世帯が喜びを実感し、安心して子育てができるよう、子育て機関が連携して、子育

て支援の充実を図っていくことが必要です。 

 

 

すべての子育て世帯が、子育ての楽しさや責任を実感し、充実した子育てを行って 

いる。 

 

 

（１）子育てに関する情報提供や支援の充実 

 

 

子育てに関する情報を得られず、子育て支援策の利用ができていない方については、子育てコン 

シェルジュ※が家庭訪問等の際に育児相談を受けたり、子育て支援策の紹介やサポートをしています。

また、子育て総合案内サイト「かけっこ」を開設するなど、誰もが容易に情報が得られるよう、子育

てに関する情報提供に努めました。 

また、会員同士が一時的・短期的に育児の相互援助活動を行う、ファミリー・サポート・センター

事業では、依頼件数は増加傾向にあり、今後も増加が見込まれます。現段階では依頼会員のニーズに

応えられていますが、今後、さらに会員を増やすために周知の工夫が課題です。 

 

【統計資料】 

・ファミリー・サポート・センター事業（P94参照） 

 

 
子育て中の保護者やその家族が、子どもや子育てに関する情報を必要に応じて得られるよう、子育

てガイドブックや子育て総合案内サイト「かけっこ」の内容の充実に努めていきます。 

子育てコンシェルジュ事業は、１歳児訪問の対象を第２子以降にも拡大し実施してきました。今後

もニーズに対応するため、子育て家庭への支援を継続するとともに、健康医療課や家庭児童相談室、

地域子育て支援センター、児童館等の関係機関と連携を図りながら育児不安の解消や家庭での子育て

力の向上につなげていきます。 

また、ファミリー・サポート・センター事業では、広く市民からの要望に応えられるよう、広報等

による周知を行い、子育ての協力を得られない方をサポートする事業の充実を図ります。  

現状と課題 

施策の方向 

目指す姿 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

(3) 

利用者支援事業（母子保健型） 

（子育て世代包括支援センター） 

⇒（P76参照） 

【再掲】P23参照 

妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行うため、母

子手帳交付時に把握した支援の必要な妊婦の支援プラ

ン作成及び支援の提供をする。身近で利用しやすいふ

くしあ※を会場に、毎月１回子育て相談を開催し、支

援プランに基づいた相談を行う。 

健康医療課 

80 子育て協働モデル事業 

多様な団体が知識や能力を生かして実施する先駆的な

子育て支援事業を支援し、「子育ては地域全体で取り

組む重要な役割」という意識を市全体に広げる。 

こども政策課 

81 
子育て総合案内サイト 

「かけっこ」 

市内で行われる子育てに関係するイベントや健診・予

防接種、子育てアドバイスなどの情報発信を行う。 
こども政策課 

82 赤ちゃんの駅貸し出し事業 

市内で子育てイベントを開催する団体へ「移動式赤 

ちゃんの駅」を無料で貸し出し、乳幼児を連れた保護

者が安心して外出できる環境の整備を図り、地域全体

で子育てにやさしい環境づくりを推進する。 

こども政策課 

83 しずおか子育て優待カード事業 

静岡県と協働で18歳未満の子どもを持つ保護者や妊娠

中の方に対して「しずおか子育て優待カード」を配付

し、協賛店舗で様々な特典やサービスを提供する。 

こども政策課 

(20) 

利用者支援事業（基本型） 

（子育てコンシェルジュ事業） 

⇒（P76参照） 

【再掲】P25参照 

子育てコンシェルジュ※による家庭訪問、電話等によ

る相談、転入者訪問による子育て支援サービスの情報

提供などを行う。 

こども政策課 

84 

ファミリー･サポート･センター 

事業 

⇒（P73参照） 

育児の援助をしてほしい方（依頼会員）と育児の援助

をする方（提供会員）が会員となり、会員同士が一時

的・短期的な育児の相互援助活動を行う。 

こども希望課 

85 託児サポーター派遣事業 

家庭教育学級の学習会や各種講座・イベントなど、

様々な事業に簡易託児所を設け、育児中の保護者の社

会参加を促進し、学習の機会を提供する。 

こども希望課 

（注1）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

（注2）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

主要事業 
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（２）親子のふれあいの場の充実 

 

 
親子がつどい、遊びを通して交流を深める場、また、子育ての悩み等、気軽に相談できる場として、

児童館・児童交流館や子育て支援センター、つどいの広場が16施設あります。季節の行事や育児相談、

子育てサークルの育成など、それぞれの場所でメニューを工夫しています。しかし、施設の老朽化が

進んでおり、長寿命化への対応が課題となっています。 

 

【統計資料】 

・地域子育て支援拠点施設等（P94参照） 

 

 

 
地域の特色を生かした親子のふれあいの場が充実するよう、子育て支援連絡会※を活用した情報共有、

イベントの情報発信等の連携を図ります。 

家庭における子育てを支援するため、今後も親子のふれあいの場の充実を図ります。 

 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

86 

子育て支援センター・つどいの

広場事業 

（地域子育て支援拠点事業） 

⇒（P75参照） 

親子の交流の場、子育てに関する相談・援助の実施、

地域の子育てに関連する情報の提供、子育て支援に関

する講習会などを行う。 

こども政策課 

87 児童館・児童交流館事業 

児童に健全な遊び場を与え、その健康を増進し、情操

を豊かにする。また、子育てサロン※・サークルとの

情報交換会を開催するなど連携を図る。 

こども政策課 

（注）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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（３）家庭教育の充実 

 

 
家族形態の変化や価値観の変化、地域とのつながりの希薄化により、家庭の教育力や子育て力の低

下が懸念されています。愛着関係が薄い親子や、子どもの成長過程における子どもとの関わり方がわ

からない親が増えてきていることから、子育ての不安や悩みを相談できる相談機会の充実、親同士の

交流の促進、家庭の大切な役割である生活習慣や子どもへの関わり方等を学べる機会の充実が必要で

す。 

そこで、新たな事業として桜美林大学山口教授と協働でスキンシップの研究を行い、掛川流子育て

応援事業「スキンシップのすゝめ」の普及・啓発を実施しました。また、親子の絆づくり事業（ベ 

ビープログラム）を開催し、初めて子育てをする母親が赤ちゃんとの関わり方を学びながら親同士のつ

ながりを深めるきっかけづくりを支援したほか、かけがわお茶の間宣言の普及や家庭教育学級の開設、

家庭教育支援員・子育てサポーターの派遣など、家庭における親子の関わりや親同士の情報交換、相

談できる環境づくりに努めました。 

 

 

 

保護者やその家族が、子育ての基本を学ぶ機会を損なうことなく、多くの人が学べるよう環境づく

りに努めます。 

愛着形成では、掛川流子育て応援事業「スキンシップのすゝめ」スキンシップ遊び48選リーフレッ

トの活用や、三世代同居の推進など、子どもへの愛着をはぐくむ取組を進めます。 

家庭教育の大切さを伝えていくため、小中学校の新１年生にかけがわお茶の間宣言クリアファイル

の贈呈、心がほっこりお茶の間トークメッセージの募集を引き続き行います。 

また、保護者向けの家庭教育支援を継続実施するとともに、掛川市社会教育委員会からの答申を受

け、小中学校の保護者への支援を強化するため、家庭教育支援員の活動を拡充し、相談サロンの実施、

小中学校との連携等を図ります。さらに、子育てサポーター派遣事業と家庭教育支援員派遣事業を一

元化し、家庭教育に携わる人材の活躍の場を広げるとともに、幼児から中学生までを通じた家庭教育

支援体制の充実を図ります。 

現状と課題 

施策の方向 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

88 
ゆったり子育て三世代同居 

応援事業 

離れて暮らしている「親と子と孫」を基本とする三世

代の家族が、新たに同居するための住宅の新築、増改

築等に要する費用の一部を助成し、子どもを安心して

生み育てられる三世代家族の形成を促進する。 

こども政策課 

89 
親子の絆づくり事業 

（ベビープログラム） 

初めて子育てをする母親が子育てに必要な知識や方法

を学んだり、グループで話し合いながら母親同士のつ

ながりを深めたり、子育てしていくことを学ぶ機会を

提供する。 

こども政策課 

90 
掛川流子育て応援事業 

「スキンシップのすゝめ」 

愛着形成には、発達段階において、両親や子育てに係

る周囲の人たちの身体接触が大きく影響しているた

め、適切なスキンシップの普及啓発をする。 

こども希望課 

91 
子育て世代向け 

住宅供給プロジェクト 

子育て世代向け住宅を認定し、認定住宅による安全対

策工事費用の一部を助成し、子育て世帯に安全な住宅

環境の整備を促す。 

都市政策課 

92 かけがわお茶の間宣言推進事業 

かけがわお茶の間宣言カレンダー、クリアファイルを

配布するなど、家族団らんが生まれるお茶の間の大切

さを啓発する。 

教育政策課 

93 家庭教育学級開催事業 

幼稚園・幼保園等に通う子どもの保護者が子どもに関

して学べる学級を各園に開設し、学習会を通じて親同

士が気軽に話し合うなど、情報交換や相談できる環境

づくりを図る。 

社会教育課 

94 子育てサポーター派遣事業 
家庭教育学級等に派遣し、親の悩みを聴き、身近な立

場から助言等を行う。 
社会教育課 

95 ＰＴＡ活動支援事業 

人間性豊かで健全な園児・児童・生徒の育成を図るた

めの各種研修会及び相互間の交流を兼ねた情報交換会

等の活動を支援する。 

社会教育課 

96 家庭教育支援員派遣事業 

市内小中学校の学級懇談会等に派遣し、親同士の交流

促進や親学講座の開催、家庭教育の相談への応対など

家庭教育を支援する。 

社会教育課 

97 親子図書の推進 
おはなし会や絵本紹介等を行い、親子図書の推進につ

なげる。 
図書館 

98 

こんにちはえほん、こんにちは 

えほんフォロー事業 

（ブックスタート） 

６か月児相談、２歳２か月児健診時に、保護者に絵

本・よみきかせの大切さを伝える。おすすめ本リスト

と絵本を１冊プレゼントし、子どもが絵本を楽しむき

っかけとする。 

図書館 

主要事業 
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基本施策５ 配慮を必要とする子どもや家庭の支援 

 

障がいや貧困など、配慮を必要とする子どもやその家庭には、精神的支援や経済的支援を手厚くし、

安心して生活が営めるようにしなければなりません。 

すべての子どもが次世代を担う人材として大切に育てられるよう、各家庭の状況に応じた適切な支

援を行うことが必要です。 

 

 

各家庭の状況に応じた適切な支援が行われており、安心して生活ができている。 

 

 

（１）障がいを持つ子どもや家庭の支援 

 

 

配慮を必要とする子どもや家庭への支援では、サービス提供事業所の増加等により、放課後等デイ

サービス事業の利用が飛躍的に伸びました。一方、未就学児を対象としたサービスは、定員の問題や

サービス利用時間の問題等でニーズに応えきれていない面があり検討が必要です。 

また、特別支援学校等連絡会議において、それぞれの機関が保有する情報を共有し、適切な支援に

つなげていますが、卒業後の連携については、さらなる連携強化が必要です。 

配慮を必要とする子どもや家庭への支援メニューはたくさんあるため、周知されていない制度がな

いよう、様々な手段で周知することが必要です。 

 

 
配慮を必要とする子どもが安心して教育・保育を受けられるよう、配慮を必要とする子どもや家庭

の早期発見と早期対応など、環境の整備に努めるとともに、制度が十分に周知されるよう、周知方法

を工夫していきます。 

配慮を必要とする子どもと、その家庭に対する支援については、関係機関と連携し、引き続き適切

なサービス提供に努めます。また、東遠地域自立支援協議会等を通じて適切なニーズの把握に努め、

令和２年度に策定する第２期東遠地域広域障害児福祉計画（令和３年度～５年度）に適切に反映させ

ていきます。現在、東遠地区発達支援システム推進委員会において、こども発達センターめばえ等へ

の毎日通園・親子通園の拡充、幼児教育・保育施設におけるインクルーシブ教育・保育※の推進を重点

課題とした検討を進めており、ハード・ソフト両面における支援を充実させていきます。 

特別支援学校卒業後の連携については、さらなる強化に努めます。 

 

現状と課題 

施策の方向 

目指す姿 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

99 東遠学園組合の運営 

掛川市、御前崎市、菊川市及び森町の３市１町で組織

する一部事務組合で、発達支援、家族支援及び地域支

援を行う。 

福祉課 

100 児童発達支援事業 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付

与、集団生活への適応訓練、その他必要な支援を行

う。 

福祉課 

101 放課後等デイサービス事業 

学校通学中の支援を必要とする子どもに対して、放課

後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上の

ための訓練等を継続的に提供する。 

福祉課 

102 保育所等訪問支援事業 

保育所等を訪問し、支援の必要な子どもや支援者に対

して、集団生活に適応するための専門的な支援やその

他必要な支援を行う。 

福祉課 

103 居宅介護（ヘルパー派遣事業） 
居宅において入浴や排泄、食事等の介助、生活に関す

る相談など、生活全般にわたる支援を行う。 
福祉課 

104 行動援護 

知的障がい・精神障がいにより行動上著しい困難を有

する障がいを持つ子どもに対し、外出時における移動

中の支援を総合的に行う。 

福祉課 

105 
短期入所 

（ショートステイ事業） 

介助を行う保護者等の病気や都合により、一時的に在

宅での介助が困難になった場合に、入所施設におい

て、短期間、入浴や排泄、食事等の支援を行う。 

福祉課 

106 日常生活用具給付等事業 
介護・訓練支援用具や自立生活支援用具等の購入費用

の一部を助成する。 
福祉課 

107 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある子どもに対し、社

会生活上必要不可欠な外出、余暇活動、社会参加を目

的とする外出支援を行う。 

福祉課 

108 訪問入浴サービス事業 

重度の身体障がいを持つ子ども（居宅介護等、他のサ

ービスを利用しての入浴ができない子ども）に対し、

利用者宅での訪問入浴サービスを行う。 

福祉課 

109 補装具給付事業 

補装具（身体機能を補完、又は代替し、長期間にわた

り利用可能な物。車椅子や義肢、装具など）購入費用

の一部を助成する。 

福祉課 

110 
軽度・中等度難聴児補聴器購入 

費助成事業 

軽度・中等度難聴児のうち、身体障害者手帳の交付対

象とならない子どもに対し、補聴器購入費の一部を助

成する。 

福祉課 

111 重度障がい児医療費助成事業 

１医療機関につき500円を控除した金額（薬局代につ

いては自己負担分の全額。対象は保険適用分のみ）に

ついて、医療費の助成を行う。 

福祉課 

主要事業 
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（２）発達の気になる子どもや家庭の支援 

 

 
核家族化や地域とのつながりの希薄化により、子育ての孤立感や不安、悩みを持つ親が増えていま

す。 

経済的な事情や養育環境など、児童を取り巻く環境や福祉に関する相談内容が増加傾向にあります。

相談件数も年々増加しており、今後ますます関係機関との連携・情報共有が必要になっていきます。

また、複雑化した相談内容に対応できるよう、ケース会議の開催や人員確保、支援者の質の向上が必

要です。 

平成30年度からは、発達相談支援センター「のびる～む」、交流スペース「のびっこ」の運営も開

始しました。乳幼児期や小中学生の子どもをもつ家族からの相談も多く、関係各課、関係機関との連

携体制の強化が課題です。また、講座やイベント等の継続開催により、発達障がい、発達特性への理

解や啓発について、今後さらに推進していく必要があります。 

【統計資料】 

・家庭児童相談の状況（P95参照） 

 

 

 
地域における子育て相談の機会や親子の交流の場を通じて、支援体制の充実を図るほか、地域の子

育て支援事業を活用して、子育てについて親同士で対話する機会や、育児不安について子育て経験者

と一緒に考える機会を設け、育児負担の軽減を図っていきます。 

また、関係各課、関係機関との連携・情報共有を密にし、多種多様な相談に適時対応していくとと

もに、専門職の配置検討や児童福祉に関する専門的知識を習得するなど、職員の資質向上に努めます。 

「のびる～む」では、発達の不安を抱える子どもから大人まで幅広い年齢の相談に対応し、ふくし

あ※機能を生かして、関係機関や地域につながるよう支援します。また、交流スペース「のびっこ」の

継続により、親子が気軽に集える場や交流の機会を提供します。「のびる～む」や「のびっこ」の実

績をもとに、運営基盤のさらなる構築を図っていきます。 

  

現状と課題 

施策の方向 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

(13) 

養育支援事業 

⇒（P78参照） 

【再掲】P25参照 

養育支援が特に必要な家庭に対し、保健師・助産師・

栄養士等が訪問し、育児に関する相談、助言等を行

い、その家庭の子育て支援を行う。 

健康医療課 

(15) 
おやこ教室「たけのこ教室」 

【再掲】P25参照 

乳幼児健診、相談等において経過観察の必要なケース

及びその保護者に対して、継続的に集団及び個別指導

を行う。 

健康医療課 

112 児童発達相談員派遣事業 

発達に遅れのある子どもの自宅等に児童発達相談員が

訪問し指導するとともに、保護者に対して指導、助

言、相談受付及び情報提供を行う。 

福祉課 

113 
発達相談支援センター 

「のびる～む」運営事業 

発達に不安を抱える市民の相談を受けとめ、早期に必

要な関係機関と連携し支援を行う。また、地域の人材

を活用し、発達の違いや遅れに悩みを持つ親子が安心

して過ごせる交流スペース「のびっこ」を運営する。 

地域包括ケア 

推進課 

114 ことばの教室 
言葉の発達に遅れのある幼児とその保護者に、ことば

の教室へ通級してもらい、指導訓練を実施する。 
こども希望課 

115 家庭児童相談室 

家庭における児童の健全育成、児童教育の適正化を目

指し、家庭児童相談員による相談指導(来室・電話)及

び訪問等を行う。 

こども希望課 

（注1）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

（注2）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

主要事業 
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（３）児童虐待防止対策の推進 

 

 
虐待児童相談は、年々増加傾向にあります。 

要保護児童※の早期発見及び適切な保護を図るため、要保護児童対策地域協議会代表者会議を年２回、

実務者会議を月１回開催し、支援内容の協議や情報共有を図っています。また、家庭児童相談室では、

貧困、虐待※等、様々な問題を抱える家庭について、必要に応じて家庭訪問、ケース会議等を行い、

個々の支援について、関係機関との情報共有、支援の役割分担を行っています。 

経済的な事情、養育環境、子どもの発達など、問題や課題が多様化、複雑化しており、ますます関

係機関との連携が必要になってきます。また、きめ細やかな対応が必要とされるため、専門的なスキ

ルを持った人員配置、体制づくりの検討が必要です。 

【統計資料】 

・家庭児童相談の状況（P95参照） 

・新規虐待通報の件数（P95参照） 

 

 

 
相談体制を整え、関係機関との連携による個々の支援に努めていきます。今後は、連携体制のあり

方について現状の検証を行い、子ども家庭総合支援拠点※の設置についても検討していきます。 

また、家庭訪問等の対応時に保護者との信頼関係を築き、対応することで、子育て世帯の育児不安

の解消や子育て力の向上につなげていきます。 

 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

116 要保護児童対策地域協議会 

要保護児童※の早期発見及び適切な保護を図るために

必要な情報の交換、支援内容の協議、児童虐待防止や

要保護児童※に関する意識啓発及び広報等を行う。 

こども希望課 

117 
子育て短期支援事業 

⇒（P74参照） 

保護者が疾病やその他の理由により、児童を養育する

ことが困難となった場合において、当該児童を児童養

護施設等において一時的に養育または保護等を行う。 

こども希望課 

(115) 
家庭児童相談室 

【再掲】P47参照 

家庭における児童の健全育成、児童教育の適正化を目

指し、家庭児童相談員による相談指導(来室・電話)及

び訪問等を行う。 

こども希望課 

（注1）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

（注2）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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（４）子育て家庭に対する経済的支援 

 

 
ひとり親家庭や養育に支援が必要な家庭など、特に配慮を必要とする家庭について、適切な支援が

必要です。 

子ども医療費助成事業では、児童が適切な治療を受けられるよう対象年齢を18歳の年度末まで拡充

し、未就学児の自己負担を無償にするなど、子育て世帯の経済的負担の軽減を図りました。 

ひとり親家庭は、経済的負担が大きいため、安定した生活環境のなかで子育てができるよう、経済

的支援、自立に向けた支援を実施していますが、ひとり親家庭子育てサポート事業の利用者が少ない

ため、制度の周知が必要です。 

就学援助制度については、新入学学用品費の入学前支給の制度周知に努めており、全児童生徒に申

請書を配付することで、支援の必要な人が制度を利用しやすくしています。また、対象となる世帯が

わかりやすいように、制度案内通知には認定目安の金額と源泉徴収票のモデルを記載しました。 

【統計資料】 

・各種手当受給者数の推移（P95参照） 

 

 

 
子育て世帯の保護者の経済的負担が軽減されるよう、制度の周知を行い、経済的な不安を感じるこ

となく、安心して子育てできる環境を整備していきます。 

特に、ひとり親家庭の増加に伴い、経済面の支援を必要とする家庭の増加が考えられることから、

国や県の制度に基づき、支援の拡充などを検討していきます。 

子どもの貧困については、子どもの未来応援コーディネーター※を配置し、関係機関との連携を図り

ながら早期発見、適切な対応に努めて、安定した生活環境のなかで子育てができるよう、家庭の状況

に合わせて支援を進めるとともに、関係機関と連携を図りながら、給付事業だけでなく、就労の支援

を行い、ひとり親家庭の経済的自立を目指します。また、子どもの貧困対策の推進に関する法律第９

条第２項に基づき平成30年３月に策定した「掛川市子どもの貧困対策計画」を推進していきます。 

子ども医療費助成事業では、経済的支援と併せて、かかりつけ医のもち方や、正しい医療機関の利

用など、保護者への周知、意識啓発を行います。 

  

現状と課題 

施策の方向 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

118 
重度心身障害児扶養手当給付 

事業 

心身に重度の障がいを持つ20歳未満の子どもを養育し

ている父母、又は養育者に手当を支給する。 
福祉課 

119 特別児童扶養手当給付事業 
障がいを持つ20歳未満の子どもを監護している父母、

又は養育者に手当を支給する。 
福祉課 

120 障害児福祉手当給付事業 

重度の障がいにより日常生活において常時の介護を必

要とする程度の状態にある20歳未満の子ども本人に対

して手当を支給する。 

福祉課 

121 心身障害者扶養共済事業 

心身障がいを持つ子どもの保護者が加入者となり、掛

金を積み立て、保護者が死亡し、又は重度障がい者と

なった時に、年金を支給する。 

福祉課 

122 児童手当 
中学校修了までの子どもを養育する保護者に手当を支

給する。 
こども希望課 

123 児童扶養手当支給事業 
ひとり親家庭等の児童を養育するための手当を支給す

る。 
こども希望課 

124 母子家庭等医療費助成事業 

ひとり親家庭などの母、または父及びその方が扶養し

ている20歳に達する日の前日までの間にある子どもが

病院などで受診した場合に、保険診療分の自己負担額

を助成する。 

こども希望課 

125 高等職業訓練促進給付金事業 

ひとり親家庭の母または父が、看護師や介護福祉士等

の資格取得のため、１年以上養成機関で修業する場合

に、高等技能訓練促進費を支給する。 

こども希望課 

126 遺児等の手当 

両親もしくは片親が死亡又は障がいの状態となった場

合等に、児童が中学校を修了するまで、その養育者に

手当を支給する。 

こども希望課 

127 
ひとり親家庭子育てサポート 

事業 

ひとり親家庭に対して、延長保育事業、ファミリー・

サポート・センター事業、放課後児童健全育成事業の

サービス利用料の一部を助成する。 

こども希望課 

128 
子どもの未来応援事業 

（子どもの貧困対策） 

掛川市子どもの貧困対策計画を基に、計画に掲げてい

る事業（個別施策）を整備・充実するとともに、必要

な事業を検討する。コーディネーターを設置し、関係

各課や地域と協働して対策に取り組む｡ 

こども希望課 

129 子ども医療費助成事業 
０歳～高校生相当年齢（18歳年度末）を対象に、医療

費を助成する。 
こども希望課 

130 
実費徴収に係る補足給付を行う 

事業 

新制度未移行の幼稚園を利用する低所得者世帯等の負

担軽減のため、副食費を助成する。 
こども希望課 

(32) 

幼児教育・保育の無償化に伴う 

保育料等助成事業 

【再掲】P30参照 

保育料無償化に伴い、自己負担が発生する家庭に対

し、保育料等の一部について助成を行う。 
こども希望課 

131 要保護児童・生徒就学支援事業 

経済的な理由により就学困難な児童について、学用品

費、通学用品費、校外活動費、新入学学用品費等、必

要な援助を行う。 

学校教育課 

（注）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

主要事業 
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基本施策６ 地域全体で子育てを支える環境づくり 

 

次世代を担う人材を育成するためには、地域における一人ひとりが、子どもの成長と子育て支援に

関する関心と理解を深め、子どもと子育て家庭を協働により、地域ぐるみで見守り、支える取組が必

要です。 

 

 

子育ては地域全体で取り組む重要な役割という意識が市全体に広がっており、 

多くの主体が積極的に子育てを支援している。 

 

 

（１）地域が主体となった子育て支援の充実 

 

 
現在、掛川市では、協働のまちづくりを進めるため、地域主体による地区まちづくり協議会が活動

しています。地区の課題をそこで暮らす住民が自ら発見し、地域が主体的に考え、協働で解決をして

いく活動が行われています。 

子育て支援の分野でも、地区福祉協議会が運営する子育てサロン※や、地域や父母会が運営する放課

後児童クラブなど、地域が主体となった子育て事業が実施されていますが、地区のなかでそれぞれ個

別に組織されている状況です。それらを活発な活動につなげるよう必要な講座の開催や、地区のニー

ズに合った情報提供が必要です。 

子育て協働モデル事業では、多様な団体が知識や能力を生かして実施する先駆的な子育て支援事業

を支援し、「子育ては地域全体で取り組む重要な役割」という意識を市全体に広げるため、地縁的団

体分野※を創設し、地域が主体となった子育て支援の充実を図りました。 

地域から子育て支援の充実が図られ、市内全域に浸透させていく必要があります。 

 

 

 
地区まちづくり協議会や市民活動団体等の主体的な活動を行政が支援し、市民一人ひとりがまちづ

くりの担い手となる「協働型社会」を実現することで、地域ぐるみで持続的に子どもの健やかな成長

を支える体制の構築を目指します。 

  

現状と課題 

施策の方向 

目指す姿 
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番号 事     業 内       容 担 当 課 

132 
子育て総合案内サイト「かけっ

こ」（イベントカレンダー） 

申請に基づき子育て支援団体を登録し、各団体が実施

する子育てイベントの活動を支援する。 
こども政策課 

(80) 
子育て協働モデル事業 

【再掲】P40参照 

多様な団体がそれぞれの知識や能力を生かした先駆的

な子育て支援事業を支援し、「子育ては地域全体で取

り組む重要な役割」という意識を市全体に広げる。 

こども政策課 

(82) 
赤ちゃんの駅貸し出し事業 

【再掲】P40参照 

市内で子育てイベントを開催する団体へ「移動式赤ち

ゃんの駅」を無料で貸し出し、乳幼児を連れた保護者

が安心して外出できる環境の整備を図り、地域全体で

子育てにやさしい環境づくりを推進する。 

こども政策課 

(83) 
しずおか子育て優待カード事業 

【再掲】P40参照 

静岡県と協働で18歳未満の子どもを持つ保護者や妊娠

中の方に対して子育て優待カードを配付し、協賛店舗

で様々な特典やサービスを提供する。 

こども政策課 

(86) 

子育て支援センター・つどいの

広場事業 

（地域子育て支援拠点事業） 

⇒（P75参照） 

【再掲】P41参照 

親子の交流の場、子育てに関する相談・援助の実施、

地域の子育てに関連する情報の提供、子育て支援に関

する講習会などを行う。 

こども政策課 

(78) 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

⇒（P66参照） 

【再掲】P38参照 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学

している児童を対象に、放課後、専用施設や学校の余

裕教室等を利用して、適切な遊びや家庭的な雰囲気を

もった生活の場を与え、児童の健全育成を図る。 

教育政策課 

(71) 
青少年健全育成活動推進事業 

【再掲】P37参照 

地域の青少年声掛け運動や街頭キャンペーン、全市一

斉青少年育成環境美化活動の実施など、地域ぐるみで

の青少年の健全育成活動を推進する。 

社会教育課 

（注1）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

（注2）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

主要事業 
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（２）子育てと仕事の両立環境の取組の促進 

 

 
家庭・地域・企業など社会全体で、適切なワーク・ライフ・バランスの実現を目指していますが、

働きやすい環境づくりと働き方の見直しなど雇用環境は整備途上です。掛川市では、子育てに優しい

事業所づくり事業と子育てと仕事の両立環境整備事業を創設し、子育てと仕事の両立環境の整備に取

り組んでいます。今後は、事業所ごとの実情にあった実効性のある支援方法や制度の周知、啓発方法

の検討が必要です。 

ニーズ調査の結果でも、育児休業を取得しなかった理由として「職場に育児休業の制度がなかっ

た」、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」、短時間勤務制度を利用しなかった理由に

「職場に短時間勤務制度を取りにくい雰囲気があった」、「仕事が忙しかった」といった回答が見ら

れ、子育てと仕事の両立環境の確立が求められています。 

 

 

 
企業・事業所の子育てと仕事が両立しやすい職場づくりの推進や「子育てに優しい事業所」の認定

制度の普及を図るとともに、企業・事業所と協働し、セミナーの開催や企業の子育て意識の向上、育

児休業の取得促進など、子育てと仕事の両立環境の確立に取り組んでいきます。 

また、企業主導型保育事業※を支援し、適切なワーク・ライフ・バランスの実現を目指します。 

 

 

 

番号 事     業 内       容 担 当 課 

133 
子育てに優しい事業所づくり 

事業 

子育てと仕事の両立環境整備に積極的に取り組む事業

所を「子育てに優しい事業所」として認定し、その取

組を他の企業へ紹介することにより、実践企業を増や

していく。 

こども政策課 

134 
子育てと仕事の両立環境整備 

事業 

市内事業所へ社会保険労務士を派遣し、制度の周知・

啓発と助言を行い、企業・事業所の子育てと仕事が両

立しやすい職場づくりを推進し、実践企業を増やして

いく。 

こども政策課 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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（３）地域ぐるみで取り組む教育の推進 

 

 
中学校区学園化は、「中学校区の保育園、幼稚園、幼保園、認定こども園、小学校、中学校の連携

を確かなものとし、ともに子どもの教育にあたる」、「地域の教育力を園・学校に取り込む」という

２つの目的を持っています。 

まず、保幼小中の連携については、各学園において地域の特性を生かした取組を行っています。そ

のうち、小中一貫教育の研究を指定した原野谷学園・城東学園の２学園において、小中一貫教育のカ

リキュラム研究を進め、令和元年11月に３か年の研究成果の発表を行いました。 

次に、地域の教育力を園・学校に取り込むことについては、子ども育成支援協議会を中心に、幅広

い層の地域住民、団体等が参画し、学校と連携しながら、登下校の見守りや花壇整備、放課後におけ

る学習支援、自然体験活動など、子どもたちの成長を支える活動を行っています。しかし、地域コー 

ディネーターの人材確保や後継者育成等が課題となっています。 

 

 
平成25年度から中学校区学園化を展開しており、地域にも徐々に認知され、学校との連携体制も 

整ってきました。今後は、さらに市や学校のホームページ、園・学校だより等により情報発信に努め

るなど、学園化の意義や効果を知ってもらうための普及活動を行っていきます。 

また、園・学校と地域との連携の核となる地域コーディネーターへの研修を実施し、コーディネー

ターの人材育成と学園間の情報共有を図ることにより、市内全域における園・学校と地域との協働活

動の活性化を図ります。 

さらに、研究指定した２学園における、３か年にわたる研究成果を参考に、各学園の特色を生かし

た小中一貫教育のカリキュラムづくりを進め、全学園での小中一貫教育の推進を図ります。 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

135 中学校区学園化構想推進事業 

地域連携による園・学校を支援する活動を推進するた

め、「子ども育成支援協議会」を中心に、地域の子ど

もたちを健やかにはぐくむための活動などを通じて、

地域に根ざした教育活動を行う。 

教育政策課 

(79) 

放課後子ども教室 

⇒（P68参照） 

【再掲】P38参照 

小学校の余裕教室等を活用して、地域の方々の参画を

得て、学習やスポーツ・文化活動等、子どもたちに多

様な活動の場を提供する。 

教育政策課 

（注1）網掛けの事業は、第５章における量の見込みと確保方策の対象事業を示しています。 

（注2）再掲した主要事業は、番号をカッコ書きで表示してあります。 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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（４）安全・安心対策の推進 

 

 
掛川市内の刑法犯認知件数は、ピーク時の平成15年の1,929件と比較して、４分の１以下となってい

ます。しかし、全国の犯罪情勢をみると、子どもたちが巻き込まれる凶悪な事件が発生しています。 

事件は多様化しており、自主防犯活動団体や青色防犯パトロール車の増加と強化を図るとともに、

よりきめの細かい見守り活動と防災メールマガジン※を使った情報の提供と共有化を図る必要がありま

す。 

中学生までの子どもが人身事故に遭う事例も市内で毎年70件以上発生しており、家庭・地域・関係

機関が協力して、安全で安心な子育て環境づくりを進める必要があります。 

また、近年、全国的に地震、台風、集中豪雨等による甚大な被害が発生しており、年代を問わず命

を守る行動が重要となっているため、地域主体による防災対策の推進や、地域防災の担い手の確保が

求められています。 

 

 
国の登下校防犯プランを踏まえ、防犯リーダーの育成、自主防犯活動団体等への支援及び地域の防

犯研修会を通じて地域防犯力の向上を図り、犯罪を未然に防ぐ取組を強化します。子どもたちを事

件・事故から守るため、現在の取組の拡充を関係機関と協議していきます。また、街頭防犯カメラの

設置補助についても、引き続き検討を行います。 

交通弱者である子どもや高齢者を対象とした交通安全教室の実施、交通安全施設の整備、地域にお

ける交通安全活動の取組の支援により、交通事故の根絶を図ります。 

また、地域が一体となった防災対策を推進するとともに、防災訓練や防災講座を通じた防災教育な

ど、地域防災の担い手としての人材育成に努めます。 

 

 
番号 事     業 内       容 担 当 課 

136 防犯意識高揚・団体支援事業 

自主防犯活動団体の育成などの支援を行うとともに、

防犯関係機関と協力してパトロール等の防犯啓発活動

を行う。 

危機管理課 

137 交通安全教育事業 

学校や地域の各種団体を対象に、交通安全教育や啓発

活動を行い、交通安全意識の高揚を図る。また、通学

路の危険箇所や交通事故現場の診断等を実施し、交通

安全対策を実施する。 

危機管理課 

138 交通安全運動推進事業 

新入学児、春、夏、秋、年末の交通安全運動期間を重

点的に警察、地域、学校など関係諸団体と連携し、街

頭キャンペーン、通学路街頭指導、巡回広報などの啓

発活動を実施する。 

危機管理課 

139 自主防災会支援事業 
地域の防災リーダーの育成や防災訓練の実施、防災研

修、防災出前講座を開催する。 
危機管理課 

140 次世代リーダー育成事業 
子どもの災害対応能力を育成し、将来にわたって地域

の防災活動を支える人材を育成する。 
危機管理課 

現状と課題 

施策の方向 

主要事業 
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第５章 量の見込みと確保方策 

 

１ 量の見込みと確保方策とは 

 

子ども・子育て支援事業計画では、 

(1) 一定の区域（教育・保育提供区域）ごとに、 

(2) 教育・保育（①～④）及び地域子ども・子育て支援事業（⑤～⑰）について「量の見込み」 

（どのくらいの需要があるか）を設定し、 

(3) それに対応する「確保方策」（いつ・どのくらい供給するか）を定めることとされています。 

 

【教育・保育】 

① １号認定（３～５歳児） 

② ２号認定（３～５歳児） 

③ ３号認定（０歳児） 

④ ３号認定（１・２歳児） 

【地域子ども・子育て支援事業】 

⑤ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

⑥ 放課後子ども教室 

⑦ 時間外保育事業 

⑧ 一時預かり事業（幼稚園型） 

⑨ 一時預かり事業（幼稚園型を除く） 

⑩ 病児・病後児保育事業 

⑪ ファミリー･サポート･センター事業 

⑫ 子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

⑬ 地域子育て支援拠点事業 

⑭ 利用者支援事業 

⑮ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑯ 養育支援事業 

⑰ 妊婦健康診査事業 

 

 

２ 教育・保育提供区域の設定 

 

（１）教育・保育提供区域の設定について 

 

子ども・子育て支援法では、市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・

保育を提供するための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（教育・保育提供

区域）ごとに、教育・保育の提供体制の確保の内容と実施時期を定めることとされています（法第61

条第２項第１号）。 
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（２）教育・保育提供区域 

 

第２期計画では、教育・保育提供区域を「掛川区域」と「大東大須賀区域」の２つに区分し、それ

ぞれの区域ごとに確保方策を検討していきます。ただし、掛川市全域を対象とした確保方策の検討が

必要な事業については、市内全域を１つの教育・保育提供区域とします。 

 

（注）第１期計画では、掛川、大東及び大須賀の３区域を教育・保育提供区域としていましたが、す

でに幼保再編事業が完了している掛川区域に対し、大東及び大須賀の両区域では、現在、認定こ

ども園化を進めており、施設の整備状況や社会的条件に違いが見られることから、第２期計画で

は、大東区域と大須賀区域を１つにまとめ、「掛川区域」と「大東大須賀区域」の２つの区域に

区分することにしました。 

 

（３）教育・保育提供区域を用いる項目 

 

以下の項目については、市内全域、掛川区域及び大東大須賀区域に分け、それぞれについて量の見

込みを検討しました。 

 

① １号認定（３～５歳児） 

② ２号認定（３～５歳児） 

③ ３号認定（０歳児） 

④ ３号認定（１・２歳児） 

⑤ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

 

子ども・子育て支援新制度における３つの認定区分 

 

１号認定（教育標準時間認定） 

子どもが３歳以上で、幼稚園等での教育を希望する場合に取得する認定区分 

 

２号認定（３～５歳児・保育認定） 

子どもが３歳以上で、保護者の就労、疾病などで「保育を必要とする事由」に

該当し、保育園等での保育を希望する場合に取得する認定区分 

 

３号認定（０～２歳児・保育認定） 

子どもが３歳未満で、保護者の就労、疾病などで「保育を必要とする事由」に

該当し、保育園等での保育を希望する場合に取得する認定区分 
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３ 量の見込みと確保方策 

 

（１）１号認定（３～５歳児） 【こども政策課・こども希望課】 

 

３歳以上の就学前の子どもで、幼稚園等の利用を希望する世帯。 

 

 

 

令和元年度（2019年度）における教育施設は、掛川区域に幼稚園３園、幼保園２園、認定こども園

７園の計12施設があり、大東大須賀区域に幼稚園６園、認定こども園１園の計７施設があります。 

幼稚園等の利用を希望する世帯は、掛川区域、大東大須賀区域ともに年々減少しており、令和元年

度には、市内全域で1,793人となっています。 

令和元年度における区域別の園児数は、掛川区域が1,428人、大東大須賀区域が365人となっていま

す。 

ニーズ調査の結果では、幼稚園の利用希望は41.4％で、５年前から20.9ｐ減少しています。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績に基づき、年度ごとに歳児別の幼稚園在園児の割合を算出し、推計人口

に乗じて算出しました。その結果、保育ニーズの増加に伴い、幼稚園等のニーズは減少すると見込み

ました。 

また、ニーズ調査の結果では、認定こども園の希望が高まっていることから、大東大須賀区域にお

いては、引き続き認定こども園化を推進するとともに、今後、掛川区域における公立幼稚園のあり方

について検討を進めていきます。 

  

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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■市内全域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,793 1,640  1,523  1,367  1,277  1,256  

②確保方策 

（特定教育・保育施設） 
2,348 2,233 2,073 2,043 1,841 1,814 

差（②-①） 555 593 550 676 564 558 

※ 令和元年度の確保方策の実績人数には、特定教育・保育施設に該当しない幼稚園が含まれています。 

 

 

■掛川区域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,428 1,332  1,253  1,134  1,059  1,033  

②確保方策 

（特定教育・保育施設） 
1,548 1,548 1,473 1,473 1,473 1,446 

差（②-①） 120 216 220 339 414 413 

※ 令和元年度の確保方策の実績人数には、特定教育・保育施設に該当しない幼稚園が含まれています。 

 

 

■大東大須賀区域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 365 308  270  233  218  223  

②確保方策 

（特定教育・保育施設） 
800 685 600 570 368 368 

差（②-①） 435 377 330 337 150 145 
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（２）２号認定（３～５歳児） 【こども政策課・こども希望課】 

 

３歳以上の就学前の子どもで、保育園等において保育の利用を希望する世帯。 

 

 

 

令和元年度（2019年度）における認可保育園は、掛川区域に保育園６園、幼保園２園、認定こども

園７園の計15園があり、大東大須賀区域に保育園４園、認定こども園１園の計５施設があります。 

保育の利用を希望する世帯は、掛川区域、大東大須賀区域ともに年々増加しており、令和元年度に

は、市内全域で1,407人となっています。 

令和元年度における区域別の申込者数は、掛川区域が1,060人、大東大須賀区域が347人で、ともに

過去５年間で最も多くなっています。 

ニーズ調査の結果では、働いている母親が65.3％で、５年前から8.7ｐ増加しています。また、働き

たい母親も増加していることから、保育ニーズの増加が見込まれます。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績に基づき、年度ごとに歳児別の保育ニーズの割合を算出し、推計人口に

乗じて算出しました。その結果、掛川区域は、保育ニーズの増加に伴い量も増加すると見込みました。

一方、大東大須賀区域では、保育ニーズは増加していますが、人口減少により量は増加しないと見込

みました。 

掛川区域においては、特定教育・保育施設の整備や企業主導型保育事業※の支援等により、保育必要

量の確保を行い、保育ニーズに応えていきます。 

また、ニーズ調査の結果では、認定こども園の希望が高まっていることから、大東大須賀区域にお

いては、引き続き認定こども園化を推進するとともに、今後、掛川区域における公立幼稚園のあり方

について検討を進めていきます。 

  

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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■市内全域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,407 1,486  1,601  1,700  1,763  1,790  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 1,441 1,583 1,644 1,720 1,765 1,792 

協働保育園 31 31 31 31 31 31 

企業主導型保育事業 31 37 37 37 37 37 

計 1,503 1,651 1,712 1,788 1,833 1,860 

差（②-①） 96 165 111 88 70 70 

 

 

■掛川区域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,060 1,149  1,254  1,385  1,429  1,458  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 1,094 1,238 1,283 1,370 1,370 1,397 

協働保育園 25 25 25 25 25 25 

企業主導型保育事業 30 36 36 36 36 36 

計 1,149 1,299 1,344 1,431 1,431 1,458 

差（②-①） 89 150 90 46 2 0 

 

 

■大東大須賀区域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 347 337  347  315  334  332  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 347 345 361 350 395 395 

協働保育園 6 6 6 6 6 6 

企業主導型保育事業 1 1 1 1 1 1 

計 354 352 368 357 402 402 

差（②-①） 7 15 21 42 68 70 
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（３）３号認定（０歳児） 【こども政策課・こども希望課】 

 

子どもが０歳児で、保育の必要性があり、保育園等において保育の利用を希望する世帯。 

 

 

 

令和元年度（2019年度）における認可保育園は、掛川区域に保育園６園、幼保園２園、認定こども

園６園、小規模保育事業※８園の計22園があり、大東大須賀区域に保育園４園、認定こども園１園、小

規模保育事業※１園の計６園があります。 

保育の利用を希望する世帯は、区域により違いはありますが、市内全域で増加傾向にあります。 

ニーズ調査の結果では、働いている母親が65.3％で５年前から8.7ｐ増加しています。働きたい母親

も増加していることから、さらに保育ニーズの増加が見込まれます。 

 

 

 
量の見込みは、過去の実績に基づき、年度ごとに保育ニーズの割合を算出し、推計人口に乗じて算

出しました。その結果、現在の高いニーズが継続すると見込みました。 

掛川区域は、認可保育園等の整備や企業主導型保育事業※の支援により、保育必要量の確保を行い保

育ニーズに応えていきます。 

また、ニーズ調査の結果では、認定こども園の希望が高まっていることから、大東大須賀区域では、

引き続き認定こども園化を推進するとともに、今後、掛川区域における公立幼稚園のあり方について

検討を進めていきます。 

 

 

 

（参考）保育利用率 

令和２年度 
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度 
（2022年度） 

令和５年度 
（2023年度） 

令和６年度 
（2024年度） 

48.7％ 51.3％ 51.3％ 52.8％ 52.8％ 

（注）保育利用率＝３歳未満（３号認定）の利用定員（確保方策の合計）÷３歳未満の人口 

  

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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■市内全域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 283 313  313  313  313  313  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 200 222 243 244 253 253 

特定地域型保育事業 
（小規模保育事業） 22 48 48 48 48 48 

協働保育園 8 8 8 8 8 8 

企業主導型保育事業 15 37 37 37 37 37 

計 245 315 336 337 346 346 

差（②-①） △38 2 23 24 33 33 

 

 

■掛川区域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 220 254  254  254  254  254  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 168 174 180 183 183 183 

特定地域型保育事業 
（小規模保育事業） 20 46 46 46 46 46 

協働保育園 5 5 5 5 5 5 

企業主導型保育事業 9 31 31 31 31 31 

計 202 256 262 265 265 265 

差（②-①） △18 2 8 11 11 11 

 

 

■大東大須賀区域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 63  59  59  59  59  59  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 32 48 63 61 70 70 

特定地域型保育事業 
（小規模保育事業） 2 2 2 2 2 2 

協働保育園 3 3 3 3 3 3 

企業主導型保育事業 6 6 6 6 6 6 

計 43 59 74 72 81 81 

差（②-①） △20 0 15 13 22 22 
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（４）３号認定（１・２歳児） 【こども政策課・こども希望課】 

 

子どもが１・２歳児で、保育の必要性があり、保育園等において保育の利用を希望する世帯。 

 

 

 

令和元年度（2019年度）における認可保育園は、掛川区域に保育園６園、幼保園２園、認定こども

園７園、小規模保育事業※８園の計23園があり、大東大須賀区域に保育園４園、認定こども園１園、小

規模保育事業※１園の計６園があります。 

保育の利用を希望する世帯は、特に掛川区域で増加している状況です。 

ニーズ調査の結果では、働いている母親が65.3％で５年前から8.7ｐ増加しています。働きたい母親

も増加していることから、さらに保育ニーズの増加が見込まれます。 

毎年認可保育園等の整備を実施しているものの、保育ニーズに対応できていないのが現状で、喫緊

の対応が必要です。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績に基づき、年度ごとに歳児別の保育ニーズの割合を算出し、推計人口に

乗じて算出しました。その結果、現在の高いニーズが継続すると見込みました。 

掛川区域は、認可保育園の整備や企業主導型保育事業※の支援により、保育必要量の確保を行い保育

ニーズに応えていきます。 

また、ニーズ調査の結果では、認定こども園の希望が高まっていることから、大東大須賀区域では、

引き続き認定こども園化を推進するとともに、今後、掛川区域における公立幼稚園のあり方について

検討を進めていきます。 

 

 

（参考）保育利用率（P62参照） 

  

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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■市内全域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 981 1,100  1,125  1,147  1,147  1,147  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 724 820 878 891 929 929 

特定地域型保育事業 
（小規模保育事業） 84 167 167 167 167 167 

協働保育園 25 25 25 25 25 25 

企業主導型保育事業 42 97 97 97 97 97 

計 875 1,109 1,167 1,180 1,218 1,218 

差（②-①） △106 9 42 33 71 71 

 

■掛川区域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 769 896  927  919  919  919  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 570 648 672 702 702 702 

特定地域型保育事業 
（小規模保育事業） 74 157 157 157 157 157 

協働保育園 15 15 15 15 15 15 

企業主導型保育事業 30 85 85 85 85 85 

計 689 905 929 959 959 959 

差（②-①） △80 9 2 40 40 40 

 

■大東大須賀区域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 212 204  198  228  228  228  

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 
（保育園・幼保園等） 154 172 206 189 227 227 

特定地域型保育事業 
（小規模保育事業） 10 10 10 10 10 10 

協働保育園 10 10 10 10 10 10 

企業主導型保育事業 12 12 12 12 12 12 

計 186 204 238 221 259 259 

差（②-①） △26 0 40 △7 31 31 
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（５）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 【教育政策課】 

 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童を対象に、放課後、専用施設や

小学校の余裕教室等を利用して、適切な遊びや家庭的な雰囲気をもった生活の場を与え、児童の健全

育成を図ることを目的とした事業。 

 

 

 
令和元年度（2019年度）における放課後児童クラブは、すべての小学校を対象に35クラブ設置され

ており、放課後の子どもの居場所として活用されています。 

令和元年度における区域別の利用者は、掛川区域が1,166人、大東大須賀区域が270人となっていま

す。 

ニーズ調査の結果では、低学年（１～３年）の利用希望が40.1％で５年前から2.8ｐ増加しました。

また、高学年（４～６年）の利用希望は24.3％で５年前から1.0ｐ減少しました。 

利用者は、年々増加しており、クラブによっては、高学年の受入れができていなかったり、定員を

超えて受入れをしているところがあります。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績に基づき、１年生は、年度ごとに進学に伴う変動率を算出し、進学前の

５歳児の保育ニーズに乗じて算出しました。２年生以上は、年度ごとに進級に伴う変動率を算出し、

進級前の学年の利用者数に乗じて推計しました。その結果、保育ニーズが年々増加傾向であり、今後

も増加すると見込みました。 

国の新・放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブ関係者と学校との定期的な意見交換

を実施し、共通理解、情報共有を図ります。また、余裕教室や放課後等における学校施設の一時的な

使用や、放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を図るほか、施設整備をするなど、提供体制の

拡充を図ります。 

また、市のホームページ等を活用し、放課後児童クラブを広く地域住民に周知します。 

  

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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■市内全域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,436  1,495 1,543 1,592 1,684 1,800 

 

１年生 429  442 443 461 523 551 

２年生 381  415 428 429 446 509 

３年生 343  335 367 379 379 394 

４年生 157  167 161 178 184 184 

５年生 79  86 90 88 97 100 

６年生 47  50 54 57 55 62 

②確保方策 1,445 1,505 1,585 1,685 1,765 1,845 

差（②-①） 9 10 42 93 81 45 

■掛川区域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,166  1,219 1,266 1,307 1,408 1,516 

 

１年生 339  351 351 362 440 451 

２年生 297  338 350 350 361 438 

３年生 290  270 307 318 318 328 

４年生 131  147 137 156 161 161 

５年生 69  69 77 72 82 85 

６年生 40  44 44 49 46 53 

②確保方策 1,175 1,225 1,305 1,385 1,465 1,545 

差（②-①） 9 6 39 78 57 29 

■大東大須賀区域 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 270  276 277 285 276 284 

 

１年生 90  91 92 99 83 100 

２年生 84  77 78 79 85 71 

３年生 53  65 60 61 61 66 

４年生 26  20 24 22 23 23 

５年生 10  17 13 16 15 15 

６年生 7  6 10 8 9 9 

②確保方策 270 280 280 300 300 300 

差（②-①） 0 4 3 15 24 16 
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（６）放課後子ども教室 【教育政策課】 

 

小学校の余裕教室等を活用して、地域の多様な方々の参画を得て、学習やスポーツ、文化活動など、

子どもたちに多様な活動の場を提供する事業。 

 

 

 

平成30年度（2018年度）から中学校区学園化構想の単位（５学園）で実施していますが、放課後子

ども教室コーディネーターの人材確保・育成が課題です。また、放課後子ども教室と放課後児童クラ

ブの連携に向けた調整が必要です。 

 

 

 
今後、地域や民間企業と協働し、中学校区学園化構想の単位で実施できるよう推進していきます。

また、放課後子ども教室コーディネーターの人材確保も併せて実施していきます。 

 

 

■市内全域 

（単位：か所） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 5 6 7 8 9 9 

②確保方策 5 6 7 8 9 9 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（７）時間外保育事業 【こども希望課】 

 

保育園等の開所時間を超えて保育を行う事業。 

 

 

 

すべての保育施設で実施しており、平成30年度（2018年度）の利用実績は823人でした。 

 

 

 
量の見込みは、過去の実績から、年度ごとの保育園児の利用率を算出し、推計した保育ニーズに乗

じて算出しました。その結果、保育ニーズの増加に伴い利用者も増加すると見込みました。 

保育施設の整備により確保方策も増加します。また、保育士の確保策も併せて実施し、ニーズに応

えていきます。 

 

 

■市内全域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 823 929  978 1,020 1,042 1,052 

②確保方策 823 929  978 1,020 1,042 1,052 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（８）一時預かり事業（幼稚園型） 【こども希望課】 

 

家庭において保育を受けることが一時的に困難になった幼稚園在園児について、一時的に預かり保

育を行う事業。 

 

 

 

全幼稚園で実施しており、園児１人当たりの利用者数は年々増加し、平成30年度（2018年度）は、

延べ49,639人でした。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績から、年度ごとの在園児１人当たりの利用数を算出し、推計した在園児

数に乗じて算出しました。その結果、園児１人当たりの利用数は増加すると見込みましたが、園児数

の減少により横ばいで推移していくものと見込みました。 

現在の確保方策を維持することで、保育ニーズに応えていきます。 

 

 

■市内全域 （延べ人数） 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 49,639 51,290  51,286  49,313  49,131  51,338  

②確保方策 49,639 51,290  51,286  49,313  49,131  51,338  

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（９）一時預かり事業（幼稚園型を除く） 【こども希望課】 

 

家庭において保育を受けることが一時的に困難になった乳幼児について、一時的に預かり保育を行

う事業。 

 

 

 

保育士不足から平成30年度（2018年度）の実施施設は５園で、延べ3,056人となっており、受入れは

年々減少しており、ニーズに対応できていないのが現状です。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績から保育園在園児以外の０歳児から５歳児の１人当たりの利用数の最大

値を推計した保育園在園児以外の人数に乗じて算出しました。 

保育士不足により受入れができていないのが現状ですが、保育園等の整備により一時預かり事業の

ニーズは減少すると見込みました。 

保育施設の整備や保育士の確保策を併せて実施することにより、保育ニーズに応えていきます。 

 

 

■市内全域 （延べ人数） 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 3,056 4,425  4,208 4,008 3,892 3,865 

②確保方策 3,056 4,425  4,208 4,008 3,892 3,865 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（10）病児・病後児保育事業 【こども希望課】 

 

病気の回復期に至らない児童や、病気の回復期の児童を家庭で保育ができないとき、看護師、保育

士がいる専用施設内で一時的に預かり、保護者の子育てと就労の両立を支援する事業。 

 

 

 

平成30年度（2018年度）の病児・病後児保育児事業は、病後児保育施設が３施設で実施しましたが、

実績は０人でした。令和元年度（2019年度）は、５月から病児保育施設が１施設開始し、11月までの

利用実績は、延べ352人となっています。 

 

 

 
量の見込みは、病児保育施設の開始に伴い2019年度（令和元年度）の７か月間の実績から量を見込

みました。 

現在の確保方策を維持することで、ニーズに応えていきます。 

 

 

■市内全域 （延べ人数） 

（単位：人） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 352 740 740 740 740 740 

②確保方策 1,095 1,225 1,225 1,225 1,230 1,230 

差（②-①） 743 485 485 485 490 490 

※令和元年度（2019年度）の実績は、５～11月の実績。 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（11）ファミリー・サポート・センター事業 【こども希望課】 

 

地域で子育て支援をするために、育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人が、ファミ 

リー・サポート・センターを橋渡しに会員登録をし、様々な育児の手助けを行う事業。 

 

 

 

平成28年度（2016年度）から概ね利用実績は維持しており、平成30年度（2018年度）は、延べ1,677

人でした。 

大東大須賀区域の提供会員が少ないのが課題です。 

 

 

 
量の見込みは、過去の実績から、年度ごとの利用割合を算出し、推計人口に乗じて推計しました。

その結果、今後も量は維持していくと見込みました。 

現在の体制で充足しているため、現在の確保方策を維持していきます。今後も充実を図るため、大

東大須賀区域の提供会員の確保に努めます。 

 

 

■市内全域 （延べ人数） 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1,677 1,649  1,634  1,625  1,615  1,606  

②確保方策 1,677 1,649 1,634 1,625 1,615 1,606 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（12）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 【こども希望課】 

 

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難となった場合等

に、児童養護施設などで養育・保護を行う事業。 

 

 

 

他の事業を活用しているため、平成30年度（2018年度）まで本事業の使用実績はありません。 

 

 

 

過去の実績はありませんが、２人分の量を見込み、現在の確保方策を維持するとともに他事業の活

用と併せて対応していきます。 

 

 

■市内全域 （延べ人数） 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 0 14  14  14  14  14  

②確保方策 14 14  14  14  14  14  

差（②-①） 14 0 0 0 0 0 

 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（13）地域子育て支援拠点事業 【こども政策課】 

 

乳幼児及びその保護者が相互に交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助

言その他の援助を行う事業。 

 

 

 

平成30年度（2018年度）は13施設で、１か月の利用者は、延べ7,745人でした。令和元年（2019年）

に「わいわいランドおおさか」が整備され、現在14施設あります。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績から、１か月の利用数の平均を算出し推計しました。 

ニーズ調査の結果では、47.3％が利用しており、利用していない人のうち約３割の方が「今後利用

したい」と回答していることから、地域子育て支援拠点施設の拡充や事業の周知に取り組み、家庭で

の子育て支援の充実に努めます。 

 

 

■市内全域 （延べ人数／月） 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 7,745 7,900  7,900  7,900 7,900 7,900 

②確保方策 7,745 7,900  7,900  7,900 7,900 7,900 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（14）利用者支援事業 【健康医療課・こども政策課】 

 

子どもやその保護者が、幼稚園・保育園等での教育・保育や、一時預かり、放課後児童クラブ等の

地域子育て支援事業等のなかから適切なものを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所で相談・助

言などを行う事業（基本型）。 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するための

相談支援等を行う事業（母子保健型）。 

 

 

 
基本型では、子育てコンシェルジュ事業を実施し、幼稚園・保育園等での教育・保育等を円滑に利

用できるよう、身近な場所で相談・助言などを行っています。 

母子保健型では、ふくしあ※をサテライトとして活用しながら、関係機関と連携し、妊娠から子育て

まで切れ目のない支援に取り組んでいます。 

 

 

 

現状から量を見込み、今後も現在の体制を維持していきます。 

 

 

■基本型 

（単位：か所） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 1 1  1  1  1  1  

②確保方策 1 1  1  1  1  1  

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

 

■母子保健型 

（単位：か所） 
令和元年度 
（2019年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 6 6  6 6 6 6 

②確保方策 6 6  6 6 6 6 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 



第５章 量の見込みと確保方策 

 

- 77 - 

（15）乳児家庭全戸訪問事業 【健康医療課】 

 

妊娠生活が不安な妊婦や、掛川市で出生したすべての赤ちゃん・お母さんを対象に、健康状態や生

活の様子を確認して、妊娠・出産・育児についての相談・助言・情報提供等を行い、子育てを支援す

る事業。 

 

 

 
平成30年度（2018年度）の実績は952人で訪問実施率は99.5％でした。家庭訪問できない世帯には、

来所相談等で状況を確認しています。 

 

 

 
量の見込みは、過去の実績から、年度ごとの訪問実施率を算出し、推計人口に乗じて算出しました。

その結果、今後も量は維持していくと見込みました。 

現状、ほぼすべての対象世帯に訪問できているため、今後も現在の体制を維持していきます。 

 

 

■市内全域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 952 951 951 951 951 951 

②確保方策 952 951 951 951 951 951 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（16）養育支援事業 【健康医療課】 

 

養育支援が特に必要な家庭に対し、保健師・助産師・栄養士等が訪問し、育児に関する相談、助言

等を行い、その家庭の子育て支援を行う事業。 

 

 

 

平成30年度（2018年度）の実績は217人でした。複雑な問題を抱えているケースが増えているため、

関係機関と連携しながら、丁寧で継続的な支援の実施が必要です。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績から、年度ごとの訪問実績の割合を算出し、推計人口に乗じて算出しま

した。その結果、養育の必要な家庭が増えると見込みました。 

現状、訪問が必要な世帯には適切に訪問できているため、今後も現在の体制を維持していきます。 

 

 

■市内全域 

（単位：人） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 217 241 241 241 241 241 

②確保方策 217 241 241 241 241 241 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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（17）妊婦健康診査事業 【健康医療課】 

 

母子健康手帳交付時に出産までの病院受診の必要性を伝え、国が定める基準（14回分）に基づいて、

公費負担による妊婦健康診査を実施して妊娠中の異常を早期に発見し、適切な治療や保健指導につな

げる事業。 

 

 

 
平成30年度（2018年度）の実績は延べ11,273回でした。 

 

 

 

量の見込みは、過去の実績から、年度ごとの１人当たりの利用数を算出し、推計人口に乗じて算出

しました。その結果、今後も量は維持していくと見込みました。 

現在、適切に事業が実施されているため、今後も現在の体制を維持していきます。 

 

 

■市内全域                          （延べ回数） 

（単位：回） 
平成30年度
（2018年度）
（実績） 

令和２年度
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度
（2022年度） 

令和５年度
（2023年度） 

令和６年度
（2024年度） 

①量の見込み 11,273 11,536 11,536 11,536 11,536 11,536 

②確保方策 11,273 11,536 11,536 11,536 11,536 11,536 

差（②-①） 0 0 0 0 0 0 

現状と課題 

量の見込みと確保方策 
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ＰＬＡＮ 

（計画の策定） 

 
掛川市子ども・子育て会議の審議等を踏まえ
た目標の設定及び計画の策定 

ＤＯ 

（計画の推進） 

 

市や市民、様々な主体との連携、協働による

事業の実施 

ＡＣＴＩＯＮ 

（事業の継続、計画の見直し） 

 

必要に応じた子ども・子育て支援の需要の見

込み、確保方策の見直し 

ＣＨＥＣＫ 

（実施状況等の点検・評価、報告と公開） 

 

計画実施状況を毎年点検・評価、掛川市子ど

も・子育て会議への報告と公開 

 

第６章 計画の推進 

 

１ 計画の推進体制 
 

（１）庁内の連携体制 

子ども・子育てにかかわる施策は、教育や保育をはじめ、様々な分野にわたるため、こども希望部

が主体となり、関係各課と連携を図りながら本計画を推進します。 

 

（２）市民や地域、関係機関との連携体制 

本計画の推進にあたっては、家庭や地域、関係団体や企業等の主体的な取組が必要不可欠となりま

す。そのため、市のホームページや広報誌などを通して、積極的に計画の周知・啓発を進めるととも

に、既存の主体的な活動などと十分に連携を図りつつ計画を推進します。 

また、幼稚園や保育園の広域利用をはじめ、被虐待児童への対応や障がいを持つ子どもへの支援な

ど、専門的な支援を必要とする場合などには、国や県、近隣市町との連携・調整のもと、より充実し

た取組を進めます。 

 

２ 施策の実施状況と評価 
 

（１）点検・評価と実施状況の報告 

第４章及び第５章に記載した子ども・子育て支援に関する施策の実施状況を点検・評価し、これら

を掛川市子ども・子育て会議に報告します。 

 

（２）実施状況等の公表 

各施策の実施状況の点検・評価及び掛川市子ども・子育て会議での検討結果については、市のホー

ムページで公表します。 

ＰＤＣＡ※サイクル 
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参考資料 

 

１ 統計資料 
 

（１）妊婦健康診査回数（P22関係） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：健康医療課 

妊婦健康診査回数は、平成27年度（2015年度）以降、年々減少しており、平成30年度（2018年度）

では11,273回となっています。 

（２）乳児家庭全戸訪問人数（P24関係） 

 

 

 

 

 

 

資料：健康医療課 

乳児家庭全戸訪問人数は、950人前後を推移しており、平成30年度（2018年度）では952人となって

います。 

（３）養育支援訪問人数（P24関係） 

 

 

 

 

 

 

資料：健康医療課 

養育支援訪問人数は、平成29年度（2017年度）は154人、平成30年度（2018年度）は217人と、増加

傾向にあります。  

11,979 11,491 11,473 11,273 

0回

4,000回

8,000回

12,000回

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度
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953 980 1,004 952 
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154 
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平成30年度
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（４）園児数の推移（P29関係） 

 

①幼稚園 
単位：人 

 平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

幼稚園数（か所） 18 15 14 13 11 

園児数 総数 1,972 1,415 1,208 983 827 
 ３歳 608 463 371 292 258 
 ４歳 683 454 423 334 257 
 ５歳 681 498 414 357 312 

※各年５月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

②保育園 
単位：人 

 平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

保育所数（か所） 15 13 13 13 12 

園児数 総数 1,864 1,578 1,463 1,427 1,336 
 ０歳 57 73 55 60 62 
 １歳 302 252 232 236 209 
 ２歳 352 300 279 280 251 
 ３歳 402 315 301 289 273 
 ４歳 387 335 293 288 273 
 ５歳 364 303 303 274 268 

※各年４月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

③認定こども園 
単位：人 

 平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

認定こども園数

（か所） 
－ 4 6 7 8 

園児数 総数 － 944 1,310 1,592 1,811 
 ０歳 － 16 31 32 46 
 １歳 － 52 84 104 131 

 ２歳 － 67 102 120 152 

 ３歳 － 279 378 416 475 

 ４歳 － 262 368 465 480 
 ５歳 － 268 347 455 527 

※各年５月１日現在 資料：こども希望課 
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⑤０～２歳児の 

推移 

22.5 20.3 18.6 19.2 17.7 

0.0 4.4 7.1 8.5 
11.1 

0%

25%

50%

75%

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

幼稚園児 保育園児 認定こども園児

（５）就園率の推移（P29関係） 

 

①幼稚園 

 
平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

３～５歳 60.1％ 42.5％ 35.9％ 29.8％ 25.5％ 
※各年５月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

②保育園 

 
平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

０～２歳児 22.5％ 20.3％ 18.6％ 19.2％ 17.7％ 

３～５歳児 35.2％ 28.6％ 26.7％ 25.8％ 25.1％ 

計 29.0％ 24.6％ 22.8％ 22.7％ 21.6％ 
※各年４月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

③認定こども園 

 
平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

０～２歳児 － 4.4％ 7.1％ 8.5％ 11.1％ 

３～５歳児 － 24.3％ 32.5％ 40.6％ 45.7％ 

計 － 14.7％ 20.5％ 25.3％ 29.2％ 
※各年５月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども希望課 

④３～５歳児の 

推移 
60.1 
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35.2 
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（６）教育・保育施設の入園状況（P29関係） 

 

①公立幼稚園 
単位：人 

 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 

さかがわ幼稚園 30 25 30 24 30 27 90 76 

三笠幼稚園 40 36 60 46 60 48 160 130 

土方幼稚園 30 15 30 16 30 17 90 48 

佐束幼稚園 30 15 30 16 30 27 90 58 

中幼稚園 30 4 30 7 30 8 90 19 

千浜幼稚園 40 15 60 9 60 16 160 40 

横須賀幼稚園 40 18 60 16 60 21 160 55 

大渕幼稚園 30 12 30 12 30 13 90 37 

計 270 140 330 146 330 177 930 463 

※令和元年（2019年）５月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

②私立幼稚園 
単位：人 

 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 

智光幼稚園 70 59 70 54 70 75 210 188 

子育てセンターひだまり 

幼稚園部 
30 30 30 29 30 31 90 90 

子育てセンターさやのもり 

幼稚園部 
30 29 30 28 30 29 90 86 

計 130 118 130 111 130 135 390 364 

※令和元年（2019年）５月１日現在 資料：こども希望課 
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③私立保育園 
単位：人 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 

子育てセンター 

ひだまり保育園部 
20 7 20 24 20 27 30 29 30 30 30 29 150 146 

子育てセンター 

さやのもり保育園部 
20 9 40 40 40 42 40 43 40 45 40 42 220 221 

掛川聖マリア保育園 12 11 24 22 24 28 30 28 30 33 30 35 150 157 

葛ヶ丘保育園 6 2 9 8 9 12 12 15 12 15 12 15 60 67 

かけがわのぞみ保育園 9 6 18 18 23 21 23 21 23 23 24 24 120 113 

掛川あそび保育園 3 7 12 12 18 18 29 19 29 22 29 23 120 101 

きらきら保育園 3 3 6 6 8 8 14 12 14 14 14 14 59 57 

すずかけっこ保育園 24 5 24 24 24 25 30 27 30 9 30 2 162 92 

城東保育園 6 4 12 12 12 18 20 22 20 22 20 23 90 101 

千浜保育園 3 2 9 11 11 18 15 16 16 17 16 9 70 73 

おおぶち保育園 12 2 18 18 24 18 22 19 22 19 22 26 120 102 

よこすか保育園 5 3 10 12 16 13 15 20 22 20 22 23 90 91 

計 123 61 202 207 229 248 280 271 288 269 289 265 1,411 1,321 

※平成31年（2019年）４月１日現在 市外保育園入園者を除く。 資料：こども希望課 
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④公立認定こども園 
単位：人 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 

すこやか 

こども園 

１号 － － － － － － 40 36 56 31 58 41 154 108 

２・３号 20 10 28 28 28 28 28 28 28 32 28 35 160 161 

計 20 10 28 28 28 28 68 64 84 63 86 76 314 269 

※令和元年（2019年）５月１日現在 資料：こども希望課 

 

 

⑤私立認定こども園 
単位：人 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 

くるみ幼

稚園 

１号 － － － － － 0 86 88 85 73 84 89 255 250 

２・３号 － － － － 2 0 13 0 － 0 － 0 15 0 

計 0 0 0 0 2 0 99 88 85 73 84 89 270 250 

掛川こど

も園 

１号 － － － － － － 45 33 45 41 45 47 135 121 

２・３号 10 5 20 16 20 18 20 18 25 21 25 22 120 100 

計 10 5 20 16 20 18 65 51 70 62 70 69 255 221 

こども広

場あんり 

１号 － － － － － － 53 47 53 51 54 58 160 156 

２・３号 12 7 18 17 24 25 27 27 29 29 30 30 140 135 

計 12 7 18 17 24 25 80 74 82 80 84 88 300 291 

桜木こど

もの森 

１号 － － － － － － 3 5 3 5 3 4 9 14 

２・３号 11 6 17 12 17 16 22 20 22 19 22 21 111 94 

計 11 6 17 12 17 16 25 25 25 24 25 25 120 108 

子育てセ

ンターと

ものもり 

１号 － － － － － － 5 5 5 5 5 5 15 15 

２・３号 9 8 18 18 18 18 20 19 20 20 20 20 105 103 

計 9 8 18 18 18 18 25 24 25 25 25 25 120 118 

掛川中央 

幼保園 

１号 － － － － － － 60 52 60 57 60 61 180 170 

２・３号 9 0 18 11 23 18 30 24 30 22 30 26 140 101 

計 9 0 18 11 23 18 90 76 90 79 90 87 320 271 

おおさか 

こども園 

１号 － － － － － － 40 21 40 34 40 22 120 77 

２・３号 15 10 25 28 25 27 35 41 40 34 40 33 180 173 

計 15 10 25 28 25 27 75 62 80 68 80 55 300 250 

合 計 

１号 － － － － － － 292 251 291 266 291 286 874 803 

２・３号 66 36 116 102 129 122 167 149 166 145 167 152 811 706 

計 66 36 116 102 129 122 459 400 457 411 458 438 1,685 1,509 

※令和元年（2019年）５月１日現在 ※市外認定こども園入園者を除く。 資料：こども希望課  
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⑥小規模保育事業※ 
単位：人 

 
０歳児 １歳児 ２歳児 計 

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 

ちゅーりっぷ 2 0 4 6 6 6 12 12 

小さなお家ぽっぽ保育園 3 2 6 8 6 8 15 18 

モコ宮脇保育園 6 6 6 6 6 7 18 19 

きらきら保育園（分園） 3 3 6 6 6 6 15 15 

きよさき保育園 3 0 8 8 8 9 19 17 

桜木こどものへや 3 1 6 4 6 4 15 9 

掛川みなみ園 2 1 5 5 5 5 12 11 

おだかちょうのぞみ保育園 3 0 4 6 5 6 12 12 

そがのぞみ保育園 3 0 6 8 10 7 19 15 

計 28 13 51 57 58 58 137 128 

※平成31年（2019年）４月１日現在 ※市外小規模保育事業を除く。 資料：こども希望課 
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（７）延長保育の状況（P29関係） 

 

単位：人 

 基本保育時間 
延長保育 実利用 

児童数 

１日当たりの 

平均利用児童数 早朝 延長 

保 

育 

園 

子育てセンターひだまり保育園部 8:30～16:30 7:00 19:00 80 9 

子育てセンターさやのもり保育園部 8:30～16:30 7:00 19:00 57 6 

掛川マリア保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 85 － 

葛ヶ丘保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 28 11 

かけがわのぞみ保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 45 2 

すずかけっこ保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 19 － 

城東保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 48 2 

千浜保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 27 15 

よこすか保育園 8:00～16:00 7:00 19:00 20 7 

おおぶち保育園 8:00～16:00 7:00 19:00 30 9 

掛川あそび保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 39 6 

きらきら保育園 8:30～16:30 7:00 19:00 11 4 

認
定
こ
ど
も
園 

すこやかこども園 8:30～16:30 7:00 19:00 72 － 

掛川こども園 7:00～18:00 7:00 19:00 83 4 

こども広場あんり 8:30～16:30 7:00 19:00 32 4 

桜木こどもの森 8:00～16:00 7:00 19:00 14 4 

子育てセンターとものもり 8:30～16:30 7:00 19:00 40 3 

掛川中央幼保園 7:30～18:00 － 0 － 

おおさかこども園 8:30～16:30 7:00 19:00 84 10 

小
規
模
保
育
事
業 

ちゅーりっぷ 8:30～16:30 8:00 17:00 0 － 

小さなお家ぽっぽ保育園 8:30～16:30 7:00 18:00 3 － 

モコ宮脇保育園 8:30～16:30 7:30 18:30 4 － 

きらきら保育園（分園） 7:30～18:00 7:30 19:00 0 － 

きよさき保育園 8:30～16:30 7:30 18:00 0 － 

桜木こどものへや 8:00～16:00 7:00 19:00 2 1 

掛川みなみ園 8:30～16:30 7:30 18:30 0 － 

※令和元年度（実利用児童数と１日当たりの平均利用児童数は平成30年度（2018年度）） 資料：こども希望課 

おおさかこども園の実利用児童数と１日当たりの平均利用児童数は、平成30年度の大坂保育園の実績を掲載した。 
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（８）一時預かりの状況（P29関係） 

 

①幼稚園型 
単位：人 

 
平日 

延利用者数 
午前 午後 

幼稚園 

私立 智光幼稚園 － 14:20～17:50 3,429 

公立 

さかがわ幼稚園 － 14:00～17:00 2,516 

三笠幼稚園 7:15～8:30 14:00～18:00 5,031 

土方幼稚園 7:15～8:30 14:00～18:00 1,656 

佐束幼稚園 － 14:00～17:00 2,299 

中幼稚園 － 14:00～17:00 851 

千浜幼稚園 － 14:00～17:00 484 

横須賀幼稚園 － 14:00～17:00 1,752 

大渕幼稚園 － 14:00～17:00 1,216 

幼保園 私立 
子育てセンターひだまり幼稚園部 8:00～8:30 14:00～17:00 2,489 

子育てセンターさやのもり幼稚園部 8:00～8:30 14:00～17:00 1,967 

認定 

こども園 

私立 

掛川こども園 7:30～8:30 14:00～18:00 4,681 

こども広場あんり 8:00～8:30 14:00～17:30 5,175 

桜木こどもの森 7:30～8:30 14:00～18:00 11 

子育てセンターとものもり 8:00～8:30 14:00～18:00 448 

おおさかこども園 8:00～8:15 14:00～17:00 3,179 

くるみ幼稚園 8:00～8:30 14:00～17:30 8,419 

掛川中央幼保園 － 14:00～16:30 1,904 

公立 すこやかこども園 － 14:00～17:00 2,132 

※令和元年度（延利用者数は平成30年度（2018年度）） 資料：こども希望課 

 

 

 

②幼稚園型以外 
単位：人 

 開所時間 延長保育 延利用者数 

保育園 

子育てセンターひだまり保育園部 8:30～16:30 7:00～19:00 1,137  

子育てセンターさやのもり保育園部 8:30～16:30 7:00～19:00 1,408  

子育てセンターとものもり 8:30～16:30 7:00～18:00 113  

おおさかこども園 8:30～16:30 7:00～17:30 69  

おおぶち保育園 8:30～16:30 7:30～17:30 － 

※令和元年度（延利用者数は平成30年度（2018年度）） 資料：こども希望課 

おおさかこども園の延利用者数は、平成30年度の千浜保育園の実績を掲載した。  
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（９）小学校の状況（P33関係） 

 

①児童数の推移 
単位：人 

 平成 27年度 
（2015年度） 

平成28年度 
（2016年度） 

平成29年度 
（2017年度） 

平成30年度 
（2018年度） 

令和元年度 
（2019年度） 

小学校数（校） 22 22 22 22 22 

児童総数 6,581  6,505  6,533  6,590  6,678  

 男 3,366  3,326  3,324  3,338  3,359  

 女 3,215  3,179  3,209  3,252  3,319  
※各年５月１日現在 資料：学校基本調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校数は、平成27年度（2015年度）から令和元年度（2019年度）まで、22校となっています。 

児童総数は、平成29年度（2017年度）が6,533人、平成30年度（2018年度）が6,590人、令和元年度

（2019年度）が6,678人と、増加傾向にあります。 

 

 

 

②小学校別の児童数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和元年（2019年）５月１日現在 資料：学校基本調査 

 

小学校別の児童数は、桜木小が697人と最も多く、以下、城北小が661人、第一小が616人となってい

ます。 
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（10）中学校の状況（P33関係） 

 

①生徒数の推移 
単位：人 

 平成 27年度 
（2015年度） 

平成28年度 
（2016年度） 

平成29年度 
（2017年度） 

平成30年度 
（2018年度） 

令和元年度 
（2019年度） 

中学校数（校） 9 9 9 9 9 

生徒総数 3,155 3,225 3,183 3,169 3,089 

 男 1,671 1,702 1,652 1,636 1,595 

 女 1,484 1,523 1,531 1,533 1,494 
※各年５月１日現在 資料：学校基本調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校数は、平成27年度（2015年度）から平成30年度（2018年度）まで、９校となっています。 

生徒総数は、平成29年度（2017年度）が3,183人、平成30年度（2018年度）が3,169人、令和元年度

（2019年度）が3,089人と、減少傾向にあります。 

 

 

 

②中学校別の生徒数 
 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年（2019年）５月１日現在 資料：学校基本調査 

 

中学校別の生徒数は、西中が641人と最も多く、以下、東中が538人、北中が504人となっています。 
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（11）小中学校の相談状況（P33関係） 

単位：延べ件数 

 平成 27年度 
（2015年度） 

平成28年度 
（2016年度） 

平成29年度 
（2017年度） 

平成30年度 
（2018年度） 

心の相談員 43  39  33  78  

スクールカウンセラー 5,452  5,796  5,694  4,532  
 資料：学校教育課 

心の相談員の延べ相談件数は、平成30年度（2018年度）では78件と、前年度の約２倍となっていま

す。スクールカウンセラーの延べ相談件数は、平成28年度（2016年度）の5,796件以降、減少傾向にあ

り、平成30年度（2018年度）では4,532件となっています。 

 

（12）放課後子ども教室（P38関係） 

 

 

平成 27年度 
（2015年度） 

平成28年度 
（2016年度） 

平成29年度 
（2017年度） 

平成30年度 
（2018年度） 

年間活動

日数(日) 

延参加 

人数(人) 

年間活動

日数(日) 

延参加 

人数(人) 

年間活動

日数(日) 

延参加 

人数(人) 

年間活動

日数(日) 

延参加 

人数(人) 

子供の森 76 1,254 76 1,273 70 1,250 78 1,804 

どようひろば 45 482 47 411 48 480 44 441 

掛川子どもﾈｲﾁｬｰｹﾞｰﾑ教室 30 1,500 31 1,500 30 1,500 29 1,690 

西南郷地域子ども教室 18 413 20 661 19 570 20 577 

大浜学園子ども教室 - - 34 1,094 35 1,554 36 1,576 

若つつじ学園子ども教室 - - 12 684 38 1,548 36 1,211 

桜が丘学園子ども教室 - - - - 85 1,328 88 1,520 

城東学園子ども教室 - - - - 38 861 45 1,741 

冀北学園子ども教室 - - - - - - 29 1,152 

計 169 3,649 220 5,623 363 9,091 405 11,712 
 資料：教育政策課 

①年間活動日数の推移 

 

 

 

 

 

放課後子ども教室の、年間活動日数は、平成27年度（2015年度）の169日以降、年々増加しており、

平成30年度（2018年度）では405日となっています。 

②延参加人数の推移 

 

 

 

 

 

放課後子ども教室の、延参加人数は平成27年度（2015年度）の3,649人以降、年々増加しており、平

成30年度（2018年度）では11,712人と、約３倍となっています。 
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（13）放課後児童クラブ（P38関係） 

単位：人 

 平成27年度 
(2015年度) 

平成28年度 
(2016年度) 

平成29年度 
(2017年度) 

平成30年度 
(2018年度) 

令和元年度 
(2019年度) 

放課後児童クラブか所数（か所） 28 32 33 35 35 

日東地区学童保育所 10 21 27 32 31 

東山口小学童保育所 33 45 44 65 59 

桜木小学童保育所Ａ 36 40 40 40 40 

桜木小学童保育所Ｂ 36 40 40 40 40 

桜木小学童保育所Ｃ 84 90 75 84 86 

第一小学童保育所Ａ（いちご） 45 44 45 45 45 

第一小学童保育所Ｂ（めろん） 45 45 43 45 45 

しあわせ学童保育所Ａ - - 20 13 20 

しあわせ学童保育所Ｂ - - - 23 21 

城北小学童保育所Ａ（たつのこ） 51 33 31 37 45 

城北小学童保育所Ａ２（げんき） - 36 38 37 34 

城北小学童保育所Ｂ（わくわく） 44 30 31 39 41 

倉真地区学童保育所 35 41 42 38 41 

原谷小学童保育所 40 35 40 47 45 

曽我小学童保育所 42 43 41 70 62 

上内田小学童保育所 36 45 43 41 32 

和田岡地区学童保育所 37 33 33 31 35 

中央小学童保育所Ａ 49 53 53 55 59 

中央小学童保育所Ｂ 13 17 21 32 45 

西山口小学童保育所Ａ 58 50 61 53 58 

西山口小学童保育所Ｃ - 15 17 30 40 

第二小学童保育所Ａ 40 42 40 34 39 

第二小学童保育所（つくし） 40 42 41 39 41 

西郷小学童保育所Ａ 45 24 43 51 43 

西郷小学童保育所Ｂ - 24 28 27 33 

原田学童保育所 14 21 26 29 31 

大坂小学童保育所Ａ 34 35 37 29 37 

大坂小学童保育所Ｂ - - - 20 17 

土方小学童保育所 26 26 26 33 40 

千浜小学童保育所 14 18 20 20 22 

佐束小学童保育所 16 23 15 17 17 

大渕小学童保育所 18 20 16 16 11 

横須賀小学童保育所 14 22 22 20 17 

ほほえみ学童保育所Ａ 69 40 40 37 43 

ほほえみ学童保育所Ｂ - 41 40 46 43 

計 1,024 1,134 1,179 1,315 1,358 

※各年５月１日現在 資料：教育政策課 

 

放課後児童クラブのか所数は、平成27年度（2015年度）以降、年々増加しており、令和元年度

（2019年度）では35か所となっています。また、児童数も増加しており、令和元年度（2019年度）で

は1,358人となっています。 
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（14）ファミリー・サポート・センター事業（P39関係） 

 

 平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

提供会員 （人） 122 132 145 147 

依頼会員 （人） 644 660 654 674 

延利用者数 （人） 966 1,471 1,856 1,677 

実利用者数 （人） 68 76 73 72 

延利用時間 （時間） 2,324 2,986 3,519 2,948 

１回当たり利用時間 （時間） 2 2 2 2 

１人当たり利用時間 （時間） 34 39 48 41 

 資料：こども希望課 

 

ファミリー・サポート・センターの提供会員数は、平成27年度（2015年度）の122人以降、年々増加

しており、平成30年度（2018年度）では147人となっています。依頼会員は、650人前後を推移してい

ます。 

 

（15）地域子育て支援拠点施設等（P41関係） 

単位：人 

 開設時間 利用人数 

子育て支援センターちびっこ館（桜木こどもの森） 09:00～13:00 2,590 

子育て支援センターおひさま（子育てセンターひだまり） 08:30～16:30 10,171 

子育て支援センターさやのもり（子育てセンターさやのもり） 08:30～16:30 14,904 

子育て支援センターあいあい（掛川こども園） 09:00～13:00 3,561 

子育て支援センターこあら（こども広場あんり） 09:30～15:30 5,584 

子育て支援センターパンダひろば 09:00～14:00 10,784 

子育て支援センターわいわいランド（千浜保育園） 09:00～15:00 3,200 

子育て支援センターはじめのいっぽ（おおぶち保育園） 09:00～16:00 3,265 

子育て支援センターきしゃぽっぽ（掛川中央幼保園） 09:00～16:00 6,369 

子育て支援センターはなえみ（子育てセンターとものもり） 09:00～16:00 4,364 

子育て支援センターわいわいランドおおさか（おおさかこども園） 09:00～16:00 － 

つくしなかよし広場 09:30～15:00 7,375 

上内田にこにこひろば 09:30～15:30 5,380 

掛川児童交流館 09:00～17:00 35,411 

大東児童館 09:00～17:00 20,312 

大須賀児童館 09:00～17:00 14,544 

※令和元年度（利用人数は平成30年度（2018年度）） 資料：こども政策課 
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（16）家庭児童相談の状況（P46、P48関係） 

 

単位：件 

 平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

性格･生活習慣等 2 1 29 16 

知能・言語 3 1 14 0 

学校生活 65 45 37 60 

家族関係 844 861 901 1,343 

心身障がい 105 87 83 85 

非行 0 0 1 1 

環境福祉 925 1,464 1,698 1,580 

その他 95 122 67 70 

計 2,039 2,581 2,830 3,155 

 資料：こども希望課 

 

（17）新規虐待通報の件数（P48関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童虐待にかかわる相談や通告件数は、増加傾向にあります。心理的虐待では、児童の面前におけ

る両親間の暴力（面前ＤＶ）による通報が増加しています。また、身体的虐待では、子どもの育てに

くさ、保護者の精神的不安定さなどから身体的な暴力に至ってしまうケースが増えています。 

 

（18）各種手当受給者数の推移（P49歳関係） 

単位：人 

 平成27年度 

（2015年度） 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

児童手当 
年度末受給者数 9,385 9,350 9,310 9,251 

算定基礎児童数 16,055 15,623 15,508 15,427 

児童扶養手当 
年度末受給者数 611 614 589 594 

受給資格者数 751 763 752 766 

重度心身障害児
扶養手当 

年度末受給者数 40 43 55 63 

特別児童扶養手
当 

年度末受給者数 242 266 264 290 

障害児扶養手当 年度末受給者数 61 60 63 62 

 資料：こども希望課・福祉課 
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２ ニーズ調査結果の概要 

 

 

１ 調査概要 

 

１ 調査目的 

子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく新たな子ども・子育て支援制度（以下

「子ども・子育て支援新制度」といいます。）の下で、教育・保育・子育て支援の充実を図るた

め、平成27年度から５年間を一期とする「掛川市子ども・子育て支援事業計画」を策定し推進し

てきました。この計画が令和元年度に終了することから、新たに「第２期掛川市子ども・子育て

支援事業計画」を策定するに当たり、市民の皆様の子育ての環境、教育・保育・子育て支援の現

在の利用状況および今後の利用希望などを把握するために本調査を実施しました。 

 

 

２ 調査の設計 

 未就学児童調査 小学１～３年生調査 

調査対象 
掛川市に在住の 

就学前児童のいる家庭 

掛川市に在住の 

小学校１～３年生のいる家庭 

調査方法 
①施設配布/施設回収 

②郵送配布/郵送回収 

①施設配布/施設回収 

 

調査期間 平成30年11月30日（金）～平成30年12月19日（水） 

 

 

３ 回収状況 

 未就学児童調査 小学１～３年生調査 

発送数 1,500 1,500 

回収数 1,100 1,196 

回収率 73.3％ 79.7％ 
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○子育て（教育）にもっとも影響する環境（複数回答） 

 

 ＜未就学児童＞ ＜小学１～３年生児童＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）未就学：子育て（教育）にもっとも影響する環境では、「家庭」95.3％が最も多く、

以下「保育所」29.5％、「幼稚園」28.5％、「認定こども園」21.8％、「地

域」21.4％となっています。 

（２）小学生：子育て（教育）にもっとも影響する環境では、「家庭」94.1％が最も多く、

以下「小学校」75.9％、「地域」23.9％となっています。 

 

 

 

○未就学児童の母親の、現在の就労状況（自営業、家族従事者含む）経年比較（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

95.3 

29.5 

28.5 

21.8 

21.4 

2.2 

0% 25% 50% 75% 100%

家庭

保育所

幼稚園

認定こども園

地域

その他 N=1,100

94.1 

75.9 

23.9 

3.3 

0.1 

0% 25% 50% 75% 100%

家庭

小学校

地域

その他

無回答 N=1,196

現状 

‟現在、就労している“ 

平成30年調査 65.3％ 

平成25年調査 56.6％ 

 
※小数点以下第２位を四捨

五入しているため、グラ

フを足し上げた数値と一

致しない。 

‟現在、就労していない“ 

無回答

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護
休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介
護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・
育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産
休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

26.1 

15.2 

21.4 

2.6 

33.4 

1.2 

0.1 

24.9 

9.0 

22.0 

0.6 

39.8 

2.5 

1.1 

0% 20% 40% 60%

平成30年調査【母親】N=1,087

平成25年調査【母親】N=1,080
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母親の就労状況を比較すると、「以前は就労していたが、現在は就労していない」方は、

平成25年調査が39.8％、平成30年調査が33.4％と、6.4ポイント低くなっています。 

一方、フルタイムやパート・アルバイト等で“現在、就労している”方は、平成25年調査

が56.6％、平成30年調査が65.3％と、8.7ポイント高くなっており、就労している母親が多

くなっています。 

働く母親が増加傾向にあることから、未就学児を受け入れる教育・保育事業の充実が必要

な状況です。 

 

 

○“パート・アルバイト等で就労している”未就学児童の母親で、フルタイムへの転換 

希望 経年比較（単数回答）※父親は、回答者が少ないため割愛している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

フルタイムへの転換希望を比較すると、平成25年調査よりも「フルタイムへの転換希望が

あり、実現できる見込みがある」、「フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込

みはない」、「パート・アルバイト等の就労を続けることを希望」が高くなっています。 

このように、より長時間勤務を希望する母親が増加傾向にあることから、企業の受入れ環

境の整備を促していくことが必要な状況です。 

 

 

○“現在、就労していない”未就学児童の母親の、就労希望 経年比較（単数回答） 
※父親は、回答者が少ないため割愛している。 

 

 

 

 

 

 

就労希望を比較すると、「１年より先に就労したい」は平成25年調査が42.5％、平成30年

調査が54.8％と、12.3ポイント高くなっています。 

このように、働く意欲のある母親が増加傾向にある事から、働く場を増やしていくことが

必要な状況です。  

現状 

現状 

現状 

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見
込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる
見込みはない

パート・アルバイト等の就労を続けることを希
望

パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に
専念したい

無回答

12.6 

28.0 

54.4 

1.1 

3.8 

9.4 

23.3 

52.2 

4.1 

11.0 

0% 25% 50% 75%

平成30年調査【母親】N=261

平成25年調査【母親】N=245

子育てや家事などに専念したい（就労の予定は
ない）

１年より先に就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答

19.7 

54.8 

19.7 

5.9 

21.0 

42.5 

18.2 

18.4 

0% 25% 50% 75%

平成30年調査【母親】N=376

平成25年調査【母親】N=457
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○未就学児童の平日、年間を通し定期的に利用している教育・保育事業（複数回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平日、年間を通し定期的に利用している教育・保育事業は、「幼稚園」31.2％が最も多く、

以下「認可保育所」30.9％、「認定こども園」30.2％、「幼稚園の預かり保育」5.7％、

「小規模な保育施設」3.2％となっています。 

 

 

○未就学児童の教育・保育事業の利用希望 経年比較（複数回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用希望を比較すると、「認定こども園」は平成25年調査が16.6％、平成30年調査が

49.2％と、32.6ポイント高くなっています。子ども・子育て支援新制度開始後、認定こど

も園に対する市民の認知が向上しているものと思われます。  

現状 

現状 

31.2 

5.7 

30.9 

30.2 

3.2 

0.0 

2.0 

0.5 

1.0 

0.0 

0.1 

2.8 

0.7 

0% 15% 30% 45%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

療育機関

その他 N=812

41.4 

24.4 

47.1 

49.2 

5.9 

0.9 

3.9 

2.5 

0.5 

2.5 

4.2 

3.3 

0.5 

2.0 

0.8 

0% 25% 50% 75%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

療育機関

その他

利用希望はない

無回答

平成30年調査 N=1,100

62.3 

29.8 

45.9 

16.6 

3.5 

1.7 

4.5 

2.2 

1.0 

1.3 

4.5 

3.0 

0.7 

2.5 

0% 25% 50% 75%

平成25年調査 N=1,080

－
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○未就学児童（５歳以上）の、希望する放課後の過ごし方（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～３年生のうちの希望は、「自宅」54.1％が最も多く、以下「習い事」45.5％、「放課

後児童クラブ〔学童保育〕」40.1％、「祖父母宅や友人・知人宅」22.5％、「放課後子ど

も教室」16.7％となっています。 

４～６年生のうちの希望は、「自宅」67.1％が最も多く、以下「習い事」59.0％、「祖父

母宅や友人・知人宅」27.5％、「放課後児童クラブ〔学童保育〕」24.3％、「放課後子ど

も教室」14.9％となっています。 

 

 

○未就学児童（５歳以上）の放課後児童クラブ（学童保育）の利用希望まとめ 

経年比較（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用希望を比較すると、「１～３年生の利用希望がある」は平成25年調査が37.3％、平成

30年調査が40.1％と、やや高くなっています。 

働く母親、より長時間勤務を希望する母親、働く意欲のある母親が増加傾向にある事から、

放課後児童クラブの利用希望も高まっているものと考えられます。  

54.1 

22.5 

45.5 

2.3 

16.7 

40.1 

0.5 

9.0 

7.7 

67.1 

27.5 

59.0 

3.2 

14.9 

24.3 

0.5 

9.5 

7.7 

0% 25% 50% 75% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

【１～３年生】N=222

【４～６年生】N=222

現状 

現状 

40.1 

24.3 

50.0 

7.7 

0% 25% 50% 75%

１～３年生の利用希望がある

４～６年生の利用希望がある

利用希望はない

無回答

平成30年調査N=222

37.3 

25.3 

53.0 

5.5 

0% 25% 50% 75%

平成25年調査N=217
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○地域子育て支援拠点事業の利用状況（複数回答）、利用希望 

 

＜未就学児童、小学１～３年生児童＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現在利用していて、利用希望の増加が無い人は、希望増加

分には含まれません。 

 

（１）未就学：「児童館・児童交流館」の利用状況は22.4％が最も多く、以下「子育て支援

センター」19.0％、「つどいの広場」5.9％となっています。 

利用希望増加分では、児童館・児童交流館の「今後利用したい（日数をふや

したい）」が、他の地域子育て支援拠点事業よりも多くなっています。 

（２）小学生：「児童館・児童交流館」の利用状況は16.4％となっています。 

利用希望増加分では、児童館・児童交流館の「今後利用したい（日数をふや

したい）」が多くなっています。 

  

5.9 

19.0 

22.4 

16.4 

0% 10% 20% 30%

つどいの広場

子育て支援センター

児童館・児童交流館

児童館・児童交流館

未
就
学 

小
学
生 

14.2 

16.5 

26.9 

19.6 

2.6 

9.4 

10.3 

5.4 

0% 15% 30% 45%

つどいの広場

子育て支援センター

児童館・児童交流館

児童館・児童交流館

【新規】利用していないが、今後利用したい

【増加】すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい

利用状況 希望増加分 

現状 
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○子どもの出生時の育児休業の取得状況（単数回答） 
 

 ＜未就学児童＞ ＜小学１～３年生児童＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）未就学 母親：「取得した（取得中である）」45.4％が最も多く、以下「働いていな

かった」41.6％、「取得していない」12.7％となっています。 

父親：「取得していない」95.6％が最も多くなっています。 

（２）小学生 母親：「働いていなかった」52.1％が最も多く、以下「取得した」34.8％、

「取得していない」12.7％となっています。 

父親：「取得していない」95.3％が最も多くなっています。 

 

 

○育児休業を取得していない理由（複数回答） 
 
＜未就学児童＞ 

母親の理由 上位５位 N=138  父親の理由 上位５位 N=987 

子育てや家事に専念するため退職した 40.6％  仕事が忙しかった 36.6％ 

職場に育児休業の制度がなかった 24.6％  配偶者が育児休業制度を利用した 36.0％ 

（育休後に）仕事に戻るのが難しそうだっ
た 13.0％  職場に育児休業を取りにくい雰囲気があっ

た 32.6％ 

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があっ
た 12.3％  制度を利用する必要がなかった 30.5％ 

有期雇用のため育児休業の取得要件を満た
さなかった 10.9％  収入減となり、経済的に苦しくなる 28.7％ 

 

＜小学１～３年生児童＞ 

母親の理由 上位５位 N=149  父親の理由 上位５位 N=1,043 

子育てや家事に専念するため退職した 40.9％  仕事が忙しかった 37.0％ 

職場に育児休業の制度がなかった 20.1％  制度を利用する必要がなかった 34.9％ 

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があっ
た 12.1％  職場に育児休業を取りにくい雰囲気があっ

た 28.6％ 

仕事が忙しかった 8.7％  配偶者が育児休業制度を利用した 26.0％ 

収入減となり、経済的に苦しくなる 7.4％  収入減となり、経済的に苦しくなる 21.3％ 
 

41.6 

45.4 

12.7 

0.4 

0.3 

2.0 

95.6 

2.0 

0% 25% 50% 75% 100%

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答
【母親】N=1,087

【父親】N=1,032

52.1 

34.8 

12.7 

0.3 

0.8 

1.0 

95.3 

2.9 

0% 25% 50% 75% 100%

働いていなかった

取得した

取得していない

無回答
【母親】N=1,172

【父親】N=1,095

現状 
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○育児休業取得後、職場復帰時に短時間勤務制度を利用したか（単数回答） 

 

＜未就学児童＞ ＜小学１～３年生児童＞ 

※父親は、回答者が少ないため割愛している。 ※父親は、回答者が少ないため割愛している。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）未就学：復帰時に短時間勤務制度を利用したかでは、「短時間勤務制度を利用した」

が50.4％、「短時間勤務制度を利用しなかった」が48.7％となっています。 

（２）小学生：復帰時に短時間勤務制度を利用したかでは、「短時間勤務制度を利用しな 

かった」が54.3％、「短時間勤務制度を利用した」が44.1％となっています。 

 

 

 

 

○短時間勤務制度を利用しなかった理由（複数回答） 

 

＜未就学児童＞※父親は、回答者が少ないため割愛している。 

母親の理由 上位５位 N=165 

職場に短時間勤務制度を取りにくい雰囲気があった 40.0％ 

短時間勤務にすると給与が減額され、経済的に苦しくなる 36.4％ 

仕事が忙しかった 27.9％ 

職場に短時間勤務制度がなかった 18.2％ 

短時間勤務にすると保育所の入所申請の順位が下がる 10.3％ 

 

 

＜小学１～３年生児童＞※父親は、回答者が少ないため割愛している。 

母親の理由 上位５位 N=202 

職場に短時間勤務制度を取りにくい雰囲気があった 42.6％ 

仕事が忙しかった 32.7％ 

短時間勤務にすると給与が減額され、経済的に苦しくなる 26.2％ 

制度を利用する必要がなかった 15.3％ 

職場に短時間勤務制度がなかった 14.9％ 

50.4 48.7 0.9 

0% 25% 50% 75% 100%

【母親】

N=339

短時間勤務制度を利用した

短時間勤務制度を利用しなかった

無回答

44.1 54.3 1.6 

0% 25% 50% 75% 100%

【母親】

N=372

短時間勤務制度を利用した

短時間勤務制度を利用しなかった

無回答

現状 
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○未就学児童の子育て情報サイト『かけっこ』の認知度、利用度（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

『かけっこ』の認知状況では、「知らない」34.9％が最も多く、以下「知っていて、利用

したことがある」32.5％、「知っているが、利用したことはない」31.7％となっています。 

 

 

 

○掛川市における子育て環境や支援の満足度（単数回答） 

 

＜未就学児童＞ ＜小学１～３年生児童＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（１）未就学：子育て環境や支援の満足度では、「どちらともいえない」38.3％が最も多く、

「満足度が高い」と「やや満足度が高い」を合わせた“満足度が高い”は

24.9％、「やや満足度が低い」と「満足度が低い」を合わせた“満足度が低

い”は35.1％となっています。 

（２）小学生：子育て環境や支援の満足度では、「どちらともいえない」38.5％が最も多く、

「満足度が高い」と「やや満足度が高い」を合わせた“満足度が高い”は

16.9％、「やや満足度が低い」と「満足度が低い」を合わせた“満足度が低

い”は42.2％となっています。  

32.5 31.7 34.9 0.9 

0% 25% 50% 75% 100%

N=1,100

知っていて、利用したことがある 知っているが、利用したことはない

知らない 無回答

現状 

現状 

3.9 21.0 38.3 16.9 18.2 1.7 

0% 25% 50% 75% 100%

N=1,100

満足度が高い やや満足度が高い

どちらともいえない やや満足度が低い

満足度が低い 無回答

1.6 

15.3 
38.5 21.7 20.5 2.4 

0% 25% 50% 75% 100%

N=1,196

満足度が高い やや満足度が高い

どちらともいえない やや満足度が低い

満足度が低い 無回答
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３ かけがわ乳幼児教育未来学会特別研究委員会（提言抜粋） 

 

現在の実情を踏まえ、無償化、義務化に関する状況から、時代の求める課題として、「掛川らしさ」

特色ある乳幼児教育・保育のさらなる広がりと深化を期待し、今後の進むべき方向を次のように提言

します。 

 

■ 教育・保育内容の新しい研究 

 

（１）教育要領と保育方針、教育・保育要領の一元化 

 

幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携認定こども園教育・保育要領など、制度に応じた

基準が定められているなか、子どもたちへの公平性を考えると、発達を捉え教育・保育を進める

ために、指導する側にもわかりやすい一貫した教育要領の一本化が必要であると考えます。制度

や所管行政庁を一つにし、義務化・無償化すると同時に、これらの基準も一元化することによっ

て、どの子どもにも等しい教育・保育が保証されます。０～５歳児を乳幼児教育として年齢に応

じた分かりやすい基準を作るよう提言します 

 

（２）教育・保育要領の充実 

 

①子どもの自発的な遊び 

②文化芸術への触発 

③社会の人々とのふれあい 

 

（３）自然や田畑等ではたらく体験、生活や遊びの中ではたらく体験 

 

子どもたちは、生活を共にするなかで多くの活動に取り組んでいます。そこには、多様な体

験・学びの場があります。それらをあらためて「はたらく体験」ととらえ、生きる力※の育成につ

なげていくことが掛川のあたらしい特色になります。報徳の教えである「至誠・勤労・分度・推

譲」にもつながります。 

 

■ 保護者の学びのあり方の新たな構築 

 

最近では就労する保護者が増えたことで、保護者同士が自ら集まり、本音で話し合い、支え合い、

自分たちで学び合う場ができることが理想であり、新たな保護者の学びのあり方を構築していくこと

が必要だと考えます。 
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４ 子ども・子育て支援法（抜粋） 

 

〔平成24年法律第65号〕 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第61条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども 

・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施

設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供区域」とい

う。）ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員

総数（略）、特定地域型保育事業所（略）に係る必要利用定員総数（略）その他の教育・保育の

量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

(2) 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援

事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容

及びその実施時期 

(3) 子どものための教育・保育給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関

する体制の確保の内容 

(4) 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げる事

項について定めるよう努めるものとする。 

(1) 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事項 

(2) 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児に対して行

われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専門的な知識及

び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項 

(3) 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関

する施策との連携に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの保護

者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する意向その他の事情を勘

案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の事情

を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成する

よう努めるものとする。 

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計

画、教育基本法第十七条第二項の規定により市町村が定める教育の振興のための施策に関する基本

的な計画（次条第四項において「教育振興基本計画」という。）その他の法律の規定による計画で 



参考資料 

 

- 107 - 

あって子どもの福祉又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、

その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなけ

ればならない。 

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住民の意見を求めることその

他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、都道府県に協議しなければならない。 

10 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを

都道府県知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

５ 掛川市子ども・子育て会議条例 

 

掛川市子ども・子育て会議条例 

 

平成25年掛川市条例第29号 

 

（設置） 

第１条 すべての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子ども・子育

て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第１項の規定に基づき、掛川市子ど

も・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事務を処理するものとする。 

(1) 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関すること。 

(2) 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関すること。 

(3) 子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

(4) 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び当該施策の 

実施に関すること。 
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（組織） 

第３条 会議は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 子どもの保護者 

(2) 事業主を代表する者 

(3) 労働者を代表する者 

(4) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(5) 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

(6) 関係行政機関の職員 

(7) 市の職員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

４ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（意見の聴取） 

第７条 会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことが

できる。 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は、こども希望部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ （略） 
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６ 策定の経過 

 

平成30年 

11月30日 

～12月19日 

アンケート調査実施 
種 別 発送・配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前 1,500 1,100 73.3％ 

小学生 1,500 1,196 79.7％ 
 

令和元年 

７月３日 

第１回 掛川市子ども・子育て支援事業計画策定部会 
・ニーズ結果報告 
・現計画の評価 
・今後のスケジュール 等 

７月10日 

第１回 掛川市子ども・子育て会議 
・委員委嘱、所掌事務 
・現計画の評価 
・今後のスケジュール 等 

８月８日 
第２回 掛川市子ども・子育て支援事業計画策定部会 
・計画の骨子 
・量の見込みと確保方策 

８月29日 
第２回 掛川市子ども・子育て会議 
・計画の骨子 
・量の見込みと確保方策 

９月27日 
第３回 掛川市子ども・子育て支援事業計画策定部会 
・掛川市子ども・子育て支援事業計画（案） 

10月９日 
第３回 掛川市子ども・子育て会議 
・掛川市子ども・子育て支援事業計画（案） 

11月15日 

～12月14日 

パブリックコメント 
・掛川市子ども・子育て支援事業計画（案）を市のホームページに公開・意見
募集 

12月24日 
第４回 掛川市子ども・子育て支援事業計画策定部会 
・掛川市子ども・子育て支援事業計画（案） 

令和２年 

１月７日 第４回 掛川市子ども・子育て会議 

・掛川市子ども・子育て支援事業計画（案） 
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７ 掛川市子ども・子育て会議委員等名簿 

 

○掛川市子ども・子育て会議委員名簿 

 氏   名 役   職 備   考 

会 長 山本 伸晴 地域福祉研究所 主宰 学識経験者 

副会長 伊藤 敏子 掛川市社会福祉協議会 児童支援係長 児童福祉関係者（児童交流館担当） 

委 員 青野 容幸 (福)大須賀苑 理事長兼事務局長 大東大須賀区域 私立保育園 

委 員 漁田 俊子 静岡産業大学 教授 学識経験者 

委 員 岩瀬 美咲 第一小学童保育所 保護者 放課後児童クラブ保護者 

委 員 岡本真理子 掛川聖マリア保育園 園長 私立保育園 

委 員 加茂 賀章 ヤマハモーターパワープロダクツ(株)総務課長 企業代表（企業主導型保育事業） 

委 員 佐々木快典 智光幼稚園 園長 私立幼稚園 

委 員 佐藤 勝子 千浜幼稚園 園長 公立園 

委 員 清水 裕子 すこやかこども園 園長 公立園 

委 員 杉井美智子 曽我小学童保育所 主任指導員 放課後児童クラブ 

委 員 高柳  彩 子育てセンターひだまり 保護者 掛川区域保育園保護者 

委 員 高柳  弘 
(福)天竜厚生会 常務理事 
(学)天竜厚生会 理事 

私立幼保園 

委 員 戸塚 修子 パンダひろば 所長 子育て支援センター 

委 員 中村 千里 
かけがわ乳幼児教育未来学会副会長 
(福)未来 理事長 

かけがわ乳幼児教育未来学会 
認定こども園 小規模保育事業 

委 員 平野公美子 横須賀幼稚園 保護者 大東大須賀区域幼稚園保護者 

委 員 山本 幸浩 ヤマハ労働組合掛川支部 執行委員長 労働組合（労働者福祉協議会会長） 

委 員 吉井 桐子 東遠学園組合 療育支援課長 療育機関 

委 員 渡辺美輪子 佐束小学校 校長 掛川市校長会 

※敬称略。会長・副会長を除く、以下五十音順。 
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○掛川市子ども・子育て支援事業計画策定部会委員名簿 

 氏   名 所   属 職  名  等  

部会長 石山 基和 こども希望課 主幹兼こども育成係長 

副部会長 及川 文孝 教育政策課 主幹兼学童保育係長 

委員 山田 京子 企画政策課 地域創生戦略室長兼経営戦略係長 

委員 岡田 清吾 生涯学習協働推進課 協働推進室長 

委員 荒木 良和 福祉課 障がい者福祉係長 

委員 中山 亜里 健康医療課 母子保健係長 

委員 平川  歩 地域包括ケア推進課 ふくしあ調整担当専門官 

委員 平野 都美 こども希望課 こども家庭係長 

委員 萩田 匡伸 産業労働政策課 創業・労政係長 

委員 太田 和也 都市政策課 住まい・空き家対策係長 

委員 佐藤 行秀 危機管理課 市民安心係長 

委員 柳瀬 昭夫 学校教育課 主席指導主事兼指導係長 

委員 土屋信二郎 健康福祉部 政策官 

委員 尾崎 和宏 教育部 政策官 

 

 

○事務局名簿 

氏   名 所   属 職  名  等  

山﨑  浩 こども希望部 部長 

殿岡 基弘 教育政策課 指導主事 

沢崎知加子 こども希望課 課長 

山梨 規子 こども希望課 指導主事 

高鳥 康文 こども政策課 課長 

大石 哲也 こども政策課 主幹 

中山 教之 こども政策課 室長 

市川 義光 こども政策課 主査 

沖  早苗 こども政策課 主任 

寺田 彩乃 こども政策課 主事補 
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８ 用語解説 

 

 

●ＩＣＴ環境（P5） 

情報・通信に関する技術の総称。従来から使われている「IT

（InformationTechnology）」に代わる言葉として使われている。 

●アクティブ・チャイルド・プログラム（P27） 

子どもの発達段階に応じた体力向上プログラム。元気で活

動的な子どもを育むために、「やってみたい」「面白い」と感じ

るような運動遊びを提案し、支援や環境について工夫してい

る。 

●アナフィラキシーショック（P32） 

アナフィラキシー（全身的なアレルギー反応）の激しい場合

で、じんましん・呼吸困難・下痢・低血圧などが起こり生命の危

険をともなうもの。虫刺されやペニシリンなどの薬物によって起

こることがある。 

●生きる力（P16,27,33,105） 

子どもに身に付けさせたい力の総称。文部科学省が提唱し

ているもので、変化の激しいこれからの社会を生きる子どもに

身に付けさせたい「確かな学力」、「豊かな人間性」、「健康と

体力」の３つの要素からなる力のこと。 

●インクルーシブ教育・保育（P44） 

人間の多様性の尊重等の強化、障がい者が精神的及び身

体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会

に効果的に参加することを可能とする教育・保育であり、障が

いのある者と障がいのない者がともに学び、障がいのある者が

教育制度から排除されることなく、自己の生活する地域におい

て教育・保育の機会が与えられ、個人に必要な「合理的配慮」

が提供されるもの。 

 

●企業主導型保育事業（P7,27,30,53,60,62,64） 

平成 28 年度（2016 年度）に内閣府が開始した企業向けの

助成制度。企業が従業員の働き方に応じた柔軟な保育サー

ビスを提供するために設置する保育施設や、地域の企業が共

同で設置・利用する保育施設に対し、施設の整備費及び運営

費の助成を行っている。 

●虐待（P8,48） 

児童に対する虐待は、子どもを守るべき保護者（親や親に

代わる養育者）が、子どもの心や身体を傷つけ、健やかな成

長や人格の形成に重大な影響を与える行為を指し、保護者

が子どもに、殴る、蹴る等を行う「身体的虐待」、子どもへの性

交や、性的な行為の強要・教唆等を行う「性的虐待」、大声や

脅しなどで恐怖に陥れる、無視や拒否的な態度をとる「心理

的虐待」、食事を与えない、不潔なままにしておく、病気やけ

がの治療を受けさせない等、子どもに対する適切な養育を親

が放棄する「ネグレクト」の４つに分類される。 

●協働保育園（P27） 

児童福祉法第 59 条の２の規定に基づき、静岡県知事に届

出を行っている保育施設で、「認可外保育施設指導監督基準」

に基づき、静岡県知事が保育内容、保育従事者数、施設設

備等について指導監督を行っている施設のこと。 

●子育てコンシェルジュ（P25,39,40） 

子育て中の方の立場に立ってお話を伺い、悩みの解決や

子育て支援策の情報をわかりやすく案内する人。 

●子育てサロン（P9,41,51） 

子育ての悩みを相談できる保護者同士の仲間づくりとお子

さまの遊び場づくりを目的とし、子育てをしている保護者やそ

の子どもが同じような仲間と交流できる憩いの場。 

●子育て支援連絡会（P7,41） 

子育て支援センター、つどいの広場、児童館及び児童交流

館が地域の子育て支援機能の充実を図り、子育て不安感等

を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援していくため、子育て

支援に関する情報提供、職員の資質向上を目的として開催

する。 

●子ども家庭総合支援拠点（P48） 

すべての子どもの権利を擁護するために、子どもの最も身

近な場所における子どもの福祉に関する支援等に係る業務を

行うための地域のリソースや必要なサービスと有機的につな

いでいくソーシャルワークを中心とした機能を担う拠点。 

●子ども・子育て関連３法（P1） 

①「子ども・子育て支援法」②「就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供に関する法律の一部を改正する

法律」（認定こども園法の一部改正）③「子ども・子育て支援法

及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関連法律

の整備等に関する法律」（関係法律の整備法：児童福祉法、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律ほかの一部改正） 

●子どもの未来応援コーディネーター（P8,49） 

子どもの貧困対策を推進するため、平成 31 年４月からは、

掛川市こども希望課に設置され、複雑な問題を抱える家庭の

相談にのり、支援につなげる人。 
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●小規模保育事業（P62,87） 

３歳未満児を対象とした、定員が６人以上 19 人以下の少人

数で保育を行う事業。 

●巡回相談（P34,,35） 

発達障がいを含む障がいに関する専門的な知識や経験を

有する者を巡回相談員として委嘱し、地域内の各学校等を巡

回し、当該の学校の教員に、発達障がいを含む障がいのある

児童生徒に対する指導内容・方法に関する助言等を行うもの。 

●新かけがわスタンダード（P34） 

生涯を通じて主体的に英語を学び続ける子どもの育成を目

指した掛川市独自の小中一貫カリキュラム。英語の技能に関

する達成目標、授業の中で引き出したい子どもの姿、そして

授業者が意識したいことの３つを「小中一貫 Can-Do リスト」と

して具体的に示している。 

●スクールソーシャルワーカー（P5,33,36） 

主に社会的弱者への福祉相談業務に従事する福祉職専

門家のうち、教育機関においてその任に就くもの。略称は

｢SSW｣。 

 

●地縁的団体分野（P9,51） 

子育て協働モデル事業の区分の１つで、地域が主体となっ

た子育て支援の充実を図るため、自治会やまちづくり協議会

等を対象とする分野として平成 28 年度に創設した。 

 

●ＰＤＣＡ（P80） 

Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の

４段階を繰り返すことによって、継続的に改善する仕組み。 

●ふくしあ（P4,23,40,46,76） 

多くの住民の願いでもある住み慣れた地域で安心して最期

まで暮らせるように、掛川市において「在宅医療支援」、「在宅

介護支援」、「生活支援」、「予防支援」を柱に医療、保健、福

祉、介護を多職種連携により総合支援を行う地域拠点。 

●プログラミング教育（P5,33,34） 

プログラムの働きやその良さ等、高度情報通信社会がコン

ピュータ等の情報技術によって支えられていることに気付くこ

とができるようにするとともに、コンピュータ等を上手に活用し

て、身近な問題を解決したり、より良い社会を築いたりしようと

する態度を育む教育。 

●ペアレント・プログラム（P9） 

子育てに難しさを感じる保護者が、子どもの行動に対する

理解の仕方を学びながら、楽しく子育てする自信をつけること

や子育ての仲間を見つける機会とすることを目的としたプログ

ラム。

 

 

 

●防災メールマガジン（P7,55） 

同報無線放送内容、防犯・交通安全情報、気象情報（警報

等）、土砂災害警戒情報、その他・防災情報等が、登録したパ

ソコンや携帯電話等にメールマガジンとして配信されるサービ

ス。 

●訪問型小集団療育（P5） 

地域園を会場にし、保育園や幼稚園等に通う中で、落ち着

きのない、友達とうまく遊べない、集団にのりにくいなど困難さ

を抱えている子どもへの小集団支援。３～５歳児を対象に一

人月２回程度の利用を行うとともに、利用児の在籍園の職員も

スタッフとして参加し、平成 30 年度から掛川市１園で実施し、

次年度以降の拡大を図る。 

 

●学びのユニバーサルデザイン（P34） 

アメリカの非営利の教育研究開発団体である CAST が提唱

した、多様な学習者に対応できる学習環境を構築すること。 

 

●要保護児童（P48） 

児童福祉法に基づいて保護を要すると定められた児童。保

護者のない児童、または保護者に監護させることが不適当な

児童、あるいは身体的・精神的障がいが認められたり、行動に

問題のある児童が含まれる。児童福祉法は、一般の国民に対

し、要保護児童を発見した場合、福祉事務所または児童相談

所に通告することを義務づけている。 

 

●ロタウイルスワクチン（P24,25,26） 

ロタウィルスというウィルスが原因の、乳幼児に多く起こる感

染性胃腸炎のひとつで、それを予防するワクチン。 
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